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○敷枝大谷地内管渠工事（７）・給配水管移設工事（Ｇ０７）に関する条件付き一般競争 

入札公告（  〃  ）････････････････････････････････････････････････････････････１０４ 

○高６枝南陽町・曽大根２丁目地内管渠工事（９）・給配水管移設工事（Ｇ０９）に関す 

る条件付き一般競争入札公告（  〃  ）･･････････････････････････････････････････１０７ 

○高６枝中三倉堂２丁目地内管渠工事（１４）・給配水管移設工事（Ｇ１４）（  〃  ）･･･１１０ 

原稿誤り 

○令和２年６月１０日付け大和高田市公報第３７７号 ･･･････････････････････････････････１１３ 
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◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

地方税法の一部を改正する法律等の公布に伴い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直しに伴う改正（第１条に

よる改正 第１２条及び第１９条関係） 

婚姻歴の有無による不公平及び男性のひとり親と女性のひとり親の間の不公平を解消する

ため、令和３年度以後の各年度分の個人の市民税について、それまでの寡夫控除を廃止し、新

たにひとり親控除を創設するとともに、所得控除及び非課税措置に関する規定を改めます。 

２ 軽量な葉巻たばこの課税方式の見直し（第１条、第２条による改正 第８６条の２関係） 

国のたばこ税と同様、軽量な葉巻たばこ（１本当たりの重量が１ｇ未満）１本を紙巻たば

こ１本に換算する方法とします。※令和２年１０月から２回に分けて段階的に実施 

３ 新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例（第１条による改正 附則第１８

条の１７関係） 

個人が、指定行事の中止等により生じた入場料金等払戻請求権の全部又は一部の放棄を指

定期間内にした場合において、放棄払戻請求権相当額又は特定放棄払戻請求権相当額につい

ては、寄付金税額控除の適用ができることとします。 

４ 新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例（第１条による改正附

則第１８条の１８関係） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、やむを得ず住宅借入金等特別税額控除の入居期

限要件を満たせない場合でも、代わりの要件を満たすことで期限内に入居したのと同様の減

税措置が適用されることとします。 

５ 国税における連結納税制度の見直しに伴う改正（第２条による改正 第４０条、第４１条及

び第４２条関係） 

国税における連結納税制度の見直しに伴い、法人市民税について所要の改正を行うことと

します。 

６ その他所要の規定の整備 

３ 施行期日 

令和２年１０月１日、令和３年１月１日、令和３年１０月１日及び令和４年４月１日 

 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（令和２年４月７日閣議決定）を踏まえ、本市におけ

る感染症の影響を受け収入が減少している被保険者の生活支援を目的とした国民健康保険税の減

免を行うため、所要の規定を整備するものです。 

２ 内容 

新型コロナウイルス感染症により、国民健康保険の被保険者の属する世帯の主たる生計維持者

が死亡し、若しくは重篤な傷病を負った場合又は新型コロナウイルス感染症の影響により、国民

健康保険の被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれる場合は、

納期限到来後の国民健康保険税についても減免の申請ができることとします。（附則第１４項及

び第１５項関係） 

３ 施行期日 

公布された条例のあらまし 
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公布の日（令和２年２月１日から適用） 

 

◇大和高田市手数料条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化

及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正

する法律（令和元年法律第 16号）の施行に伴う制度の創設及び廃止に係る改正を行うほか、所要

の改正を行うものです。 

２ 内容 

１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正により

通知カードの交付制度が廃止されたことを受け、通知カードの再交付に係る項目を削ります。

（別表５の項関係） 

２ 手数料を徴収する事務及び根拠法令の明確化を行います。（別表新５の項関係） 

３ 住民基本台帳法の一部改正により住民票の除票の写し及び附票の除票の写しの交付が制度化

されたことを受け、除票の写し及び除票記載事項証明書の交付並びに戸籍の附票の除票の写し

の交付に係る項目を追加します。（別表新８の項、別表新９の項及び別表新１８の項関係） 

４ その他所要の改正 

３ 施行期日 

公布の日 

 

◇大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大和高田市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

「子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに係る対応方針について」において示された

対応方針を受け、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６

１号）及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）において市町村が従うべき基準が改正された

ことに伴い、本市条例の関係する規定について所要の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正（第１条

による改正） 

（１） 家庭的保育事業者等が次のいずれかの要件を満たす場合には、当該家庭的保育事業者等

による保育の提供の終了に際して当該家庭的保育事業者等に確保することが求められている

卒園後の受入先確保のための連携施設における教育又は保育の提供に関する規定の適用を除

外できることとします。（第６条関係） 

ア 市長が、児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業

者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保

育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引

き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

イ 家庭的保育事業者等による条例第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著し

く困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

（２） 居宅訪問型保育事業者が保育を提供する対象として定める要件に「保護者の疾病、疲労

その他の身体上、精神上若しくは環境上の理由により家庭において乳幼児を養育することが困

難な場合」を追加します。（第３７条関係） 

２ 大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の
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一部改正（第２条による改正） 

（１） 特定地域型保育事業者が次のいずれかの要件を満たす場合には、当該特定地域型保育事

業者による保育の提供の終了に際して当該特定地域型保育事業者に確保することが求められ

ている卒園後の受入先確保のための連携施設における教育又は保育の提供に関する規定の適

用を除外できることとします。（第４２条関係） 

ア 市長が、児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、特定地域型保育

事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取

り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して、当

該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必

要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

イ 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

３ 施行期日 

公布の日 

 

◇大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

介護保険法施行令の一部改正に伴い、消費税率１０％への引上げに合わせて実施している低所

得者の介護保険料軽減強化について、令和２年度の軽減額を定めるほか、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大を受けて経済的に困窮する世帯を対象とした保険料を減免するため、規定の整備

を行うものです。 

２ 内容 

１ 介護保険料第１段階から第３段階までの介護保険料を次のとおり軽減します。（第４条関係） 

区分 改正前 改正後 

第１段階 26,880 円 21,480 円 

第２段階 44,760 円 35,760 円 

第３段階 51,960 円 50,160 円 

２ 新型コロナウイルス感染症により、第１号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者が死亡

し、又は重篤な傷病を負った場合若しくは新型コロナウイルス感染症の影響により、第１号

被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれる場合は、納期限到

来後の介護保険料についても減免の申請ができることとします。（附則第９条関係） 

３ 施行期日 

公布の日（内容１については令和２年４月１日から、内容２については 令和２年２月１日か

ら適用） 

 

◇大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

「公営住宅管理標準条例（案）について」の改正について（平成３０年３月３０日国住備第５

０５号）の通知を受け、市営住宅の入居者の公募における例外事由を新たに追加する改正を行う

ものです。 

２ 内容 

市営住宅の入居者を公募しなくてもよい事項について、①既存入居者の同居者の人数に増減が

あったこと及び②既存入居者又は同居者が加齢、病気等によって日常生活に身体の機能上の制限

を受ける者となったことに限っていましたが、これに③その他既存入居者又は同居者の世帯構成

及び心身の状況からみて入居者を募集しようとしている市営住宅に当該既存入居者が入居するこ
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とが適切と判断できる場合を追加します。 

３ 施行期日 

公布の日 
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条例第２２号 

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 （大和高田市税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

  第１２条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第１９条中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控除額、ひとり親控

除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

  第２７条第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に改める。 

  第８６条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、１本当たりの重量が０.７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定については、当該葉巻

たばこの１本をもって紙巻たばこの０.７本に換算するものとする。 

  第８６条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定する葉巻たばこを除

く。）」を加える。 

  附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付

割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。次項において

同じ。）」に、「この条において同じ」を「この項において同じ」に改め、「（以下この条において「特

例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割

合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平

均貸付割合に年０.５パーセントの割合を加算した割合が年７.３パーセントの割合に満たない場

合には、その年中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該

加算した割合と」に改める。 

  附則第５条の２第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

  附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に、「第６１条若しくは第

６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。 

  附則第１０条の２第１８項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。 

  附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を加える。 

  附則第１７条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

  附則に次の２条を加える。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第１８条の１７ 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国

税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。次条において「新型コロナウイル

ス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止

若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価

の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合に

は、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第６０条第４項に規定する市町村

放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなし

て、第２３条の２の規定を適用する。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

 第１８条の１８ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第

６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項の規定の適用について

条 例 
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は、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」とする。 

  附則第２９条中「第６１条」を「第６３条」に改める。 

第２条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を次のように改正する。 

  第９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第３２１条の８第３４項及び

第３５項の申告書に」に、「においては」を「には」に改め、同条第４号中「によって」を「によ

り」に改め、同条第５号中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同条第６号中「第

３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第３２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。 

  第９条の２中「及び第４項」を削り、「閏年」を「閏
じゅん

年」に改める。 

  第１１条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第１５条第２項の表第１号にお

いて「収益事業」という。）」を加え、「第１５条第２項の表の第１号」を「同号」に、「第４０条第

１０項から第１２項まで」を「第４０条第９項から第１６項まで」に改める。 

  第１５条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項第４号の

２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期間若しくは同項第

３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同

項第３号」に改める。 

  第４０条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、第３４項及び第

３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４

項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」

に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第

６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８

第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第

１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、

「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２１条の

８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を

「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９項」

を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、第４項又

は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第

２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第

３２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中

「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、同条第１

０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条

第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条

第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条

第１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改

め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を

「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「第

１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」

に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」

を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同

法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第

６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

  第４１条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第

３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１

９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人
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が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法

第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結

完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若し

くは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に改める。 

  第４２条第４項から第６項までを削る。 

  第８６条第２項ただし書中「０.７グラム」を「１グラム」に、「０.７本」を「１本」に改める。 

  附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 （１） 第１条中大和高田市税賦課徴収条例第１２条第１項第２号、第１９条及び第２７条第１項

ただし書の改正規定並びに同条例附則第３条の２、第５条の２第１項、第１０条、第１０条の２

第１８項、第１７条第１項及び第１７条の２第３項の改正規定、同条例附則第１８条の１６の次

に２条を加える改正規定並びに同条例第２９条の改正規定並びに次条及び附則第３条の規定 令

和３年１月１日 

 （２） 第２条中大和高田市税賦課徴収条例第８６条第２項ただし書の改正規定及び附則第６条の

規定 令和３年１０月１日 

 （３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和４年４月１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第３

条の２の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、

同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第１２条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第１９条及び第２７条第１項の規定は、

令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第２７条第１項の規定の適用につ

いては、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるのは、「地震保険料控除額、ひとり親控除額

（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の法（以下

「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定

に該当するものに限る。）又は旧法第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第１１条第１

項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の大和高田市税賦課徴収条例の規定中法人の市

民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において「３号施行日」という。）

以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定

（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０年法律

第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結

子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条

の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が３号施行日前に開始し

た事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

２ ３号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が３号施行日前に開始した

事業年度を含む。）分の法人の市民税及び３号施行日前に開始した連結事業年度（４年旧法人税法

第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連
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結親法人事業年度が３号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については、

なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉巻たばこに係る市たばこ税につい

ては、なお従前の例による。 

第６条 附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉巻たばこに

係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

 

条例第２３号 

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条の見出し中「保険税」を「国民健康保険税」に改め、同条中「納税者」を「納税義務者」

に、「、納期限までに、特別徴収の方法により保険税」を「、普通徴収の方法により国民健康保険税

が徴収されている者については納期限までに、特別徴収の方法により国民健康保険税」に改める。 

 附則に次の見出し及び２項を加える。 

 （国民健康保険税の減免の特例） 

１４ 令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限（特別徴収の場合にあっては、特

別徴収対象年金給付の支払日。以下この項において同じ。）が定められている国民健康保険税（令

和２年１月以前分の国民健康保険税のうち、国民健康保険の被保険者の資格を取得した日から１４

日以内に法第９条第１項の規定による届出が行われなかったため同年２月１日以降に納期限が定

められているものを除く。）の減免については、次の各号のいずれかの要件に該当する者は、第２

４条第１項に規定する国民健康保険税の減免の要件を満たすものとして、同項の規定を適用する。 

 （１） 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項

に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新型コロナウイルス感染症」という。）

により、国民健康保険の被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡し、又は重篤

な傷病を負ったこと。 

 （２） 新型コロナウイルス感染症の影響により、国民健康保険の被保険者の属する世帯の生計を

主として維持する者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下この号において「事

業収入等」という。）の減少が見込まれ、次のいずれにも該当すること。 

  ア 事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填されるべき金額があるとき

は、当該金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。 

  イ 前年の法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに国民健康保険

法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２７条の２第１項に規定する他の所得と区別して計

算される所得の金額（法第３１４条の２第１項各号及び第２項の規定の適用がある場合には、

その適用前の金額）の合計額が１，０００万円以下であること。 

  ウ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額が４００万円以

下であること。 

１５ 前項の場合における第２４条第２項の規定の適用については、同項中「提出しなければならな

い」とあるのは、「提出しなければならない。ただし、市長は、これにより難い事情があると認め

るときは、別に申請期限を定めることができる」とする。 

   附 則 
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 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、令和２年

２月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、令和元年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、平成３０年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例に

よる。 

 

条例第２４号 

大和高田市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市手数料条例の一部を改正する条例 

大和高田市手数料条例（平成１２年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

 事務 名称 手数料の金額 

１ 固定資産税の課税に関す

る証明書の交付 

固定資産税の課税に

関する証明書交付手

数料 

１枚につき ３００円 

２ 市民税の課税に関する証

明書の交付 

市民税の課税に関す

る証明書交付手数料 

１枚につき ３００円 

ただし、多機能端末機（地方公共団体情報

システム機構の使用に係る電子計算機を経

由して本市の使用に係る電子計算機と電気

通信回線で接続された通信端末機器をい

う。以下同じ。）により交付する場合 

１枚につき ２００円 

３ 地方自治法第２６０条の

２第１項の認可を受けた

地縁による団体の告示事

項に係る証明 

認可地縁団体告示事

項証明手数料 

３００円 

４ 大和高田市認可地縁団体

印鑑条例（平成６年条例

第１号）第７条第２項の

規定に基づく印鑑登録証

明書の交付 

認可地縁団体印鑑登

録証明書交付手数料 

３００円 

５ 行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

の規定による通知カード

及び個人番号カード並び

に情報提供ネットワーク

システムによる特定個人

情報の提供等に関する省

令（平成２６年総務省令

第８５号）第２８条第１

項の規定に基づく個人番

号カードの再交付又は行

政手続における特定の個

個人番号カード再交

付手数料 

１件につき ８００円 
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人を識別するための番号

の利用等に関する法律施

行令（平成２６年政令第

１５５号。以下「政令」

という。）第１５条第２

項から第４項までの規定

に基づく個人番号カード

返納後の再交付（政令第

１４条第２号、第３号、

第５号、第６号又は第９

号に該当して個人番号カ

ードが失効した場合に限

る。） 

６ 住民基本台帳法（昭和４

２年法律第８１号）第１

２条第１項、第１２条の

２第１項、第１２条の３

第１項若しくは第２項又

は第１２条の４第１項の

規定に基づく住民票の写

しの交付 

住民票の写しの交付

手数料 

１通につき ３００円 

ただし、多機能端末機により交付する場合 

１通につき ２００円 

７ 住民基本台帳法第１２条

第１項、第１２条の２第

１項又は第１２条の３第

１項若しくは第２項の規

定に基づく住民票記載事

項の証明 

住民票記載事項証明

手数料 

１通につき ３００円 

８ 住民基本台帳法第１５条

の４第１項、第３項、第

４項又は第５項において

準用する同法第１２条の

３第８項の規定に基づく

除票の写しの交付 

除票の写し交付手数

料 

１通につき ３００円 

９ 住民基本台帳法第１５条

の４第１項、第３項、第

４項又は第５項において

準用する同法第１２条の

３第８項の規定に基づく

除票に記載をした事項に

関する証明書の交付 

除票に記載した事項

に関する証明手数料 

１通につき ３００円 

１０ 住民基本台帳法第１１条

第１項又は第１１条の２

第１項の規定に基づく住

民基本台帳を閲覧に供す

る事務 

住民基本台帳閲覧手

数料 

１件につき ３００円 

１１ 戸籍法（昭和２２年法律

第２２４号）第１０条第

１項若しくは第１０条の

２第１項から第５項まで

の規定に基づく戸籍の謄

本若しくは抄本の交付又

は同法第１２０条第１項

戸籍謄抄本等交付手

数料 

１通につき ４５０円 
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の規定に基づく磁気ディ

スクをもって調製された

戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を

証明した書面の交付 

１２ 戸籍法第１０条第１項、

第１０条の２第１項から

第５項まで又は第１２０

条第１項の規定に基づく

戸籍に記載した事項に関

する証明書の交付 

戸籍に記載した事項

に関する証明手数料 

証明事項１件につき ３５０円 

１３ 戸籍法第１２条の２にお

いて準用する同法第１０

条第１項若しくは第１０

条の２第１項から第５項

までの規定に基づく除か

れた戸籍の謄本若しくは

抄本の交付又は同法第１

２０条第１項の規定に基

づく磁気ディスクをもっ

て調製された除かれた戸

籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証

明した書面の交付 

除籍謄抄本等交付手

数料 

１通につき ７５０円 

１４ 戸籍法第１２条の２にお

いて準用する同法第１０

条第１項、第１０条の２

第１項から第５項まで又

は第１２０条第１項の規

定に基づく除かれた戸籍

に記載した事項に関する

証明書の交付 

除籍に記載した事項

に関する証明手数料 

証明事項１件につき ４５０円 

１５ 戸籍法第４８条第１項

（同法第１１７条におい

て準用する場合を含む。）

の規定に基づく届出若し

くは申請の受理の証明書

の交付又は同法第４８条

第２項（同法第１１７条

において準用する場合を

含む。）の規定に基づく

届書その他市長の受理し

た書類に記載した事項の

証明書の交付 

届出若しくは申請の

受理又は届書その他

の書類の記載事項の

証明手数料 

１通につき ３５０円 

ただし、婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁

又は認知の届出の受理について、請求によ

り法務省令で定める様式による上質紙を用

いるとき 

 １通につき １，４００円 

１６ 戸籍法第４８条第２項

（同法第１１７条におい

て準用する場合を含む。）

の規定に基づく届書その

他市長の受理した書類を

閲覧に供する事務 

届書その他の書類の

閲覧手数料 

書類１件につき ３５０円 

１７ 住民基本台帳法第２０条

第１項から第４項までの

戸籍の附票の写しの

交付手数料 

１通につき ３００円 
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規定に基づく戸籍の附票

の写しの交付 

１８ 住民基本台帳法第２１条

の３第１項、第３項又は

第４項の規定による戸籍

の附票の除票の写しの交

付 

戸籍の附票の除票の

写しの交付手数料 

１通につき ３００円 

１９ 身分に関する証明 身分に関する証明手

数料 

１通につき ３００円 

２０ 大和高田市印鑑条例第１

４条第１項の規定に基づ

く印鑑登録証明書の交付 

印鑑登録証明書交付

手数料 

１通につき ３００円 

ただし、多機能端末機により交付する場合 

１通につき ２００円 

２１ 道路運送車両法（昭和２

６年法律第１８５号）第

３４条第２項（同法第７

３条第２項において準用

する場合を含む。）の規

定に基づく臨時運行の許

可の申請に対する審査 

自動車臨時運行許可

申請手数料 

１両につき ７５０円 

２２ 狂犬病予防法（昭和２５

年法律第２４７号）第４

条第２項の規定に基づく

犬の登録 

犬の登録手数料 １頭につき ３，０００円 

２３ 狂犬病予防法第５条第２

項の規定に基づく犬の狂

犬病予防注射済票の交付 

狂犬病予防注射済票

交付手数料 

５５０円 

２４ 狂犬病予防法施行令（昭

和２８年政令第２３６

号）第１条の２の規定に

基づく犬の鑑札の再交付 

犬の鑑札の再交付手

数料 

１，６００円 

２５ 狂犬病予防法施行令第３

条の規定に基づく犬の狂

犬病予防注射済票の再交

付 

狂犬病予防注射済票

再交付手数料 

３４０円 

２６ 鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する

法律（平成１４年法律第

８８号）第１９条第３項

の規定に基づく登録票の

交付 

登録票の交付手数料 ３，４００円 

２７ 鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する

法律第１９条第５項の規

定に基づく登録の有効期

間の更新 

登録票の更新手数料 ３，４００円 

２８ 鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する

法律第１９条第６項（同

法第２１条第２項におい

て準用する場合を含む。）

の規定に基づく登録票の

再交付 

登録票の再交付手数

料 

３，４００円 
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２９ 租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第２

８条の４第３項第７号

イ、第６３条第３項第７

号イ又は第６８条の６９

第３項第７号イに規定す

る宅地の造成が優良な宅

地の供給に寄与するもの

であることについての認

定の申請に対する審査 

優良宅地造成認定申

請手数料 

８６，０００円 

３０ 租税特別措置法第２８条

の４第３項第７号ロ、第

３１条の２第２項第１５

号ニ、第６２条の３第４

項第１５号ニ、第６３条

第３項第７号ロ又は第６

８条の６９第３項第７号

ロに規定する住宅の新築

が優良な住宅の供給に寄

与するものであることに

ついての認定の申請に対

する審査 

優良住宅新築認定申

請手数料 

新築住宅の床面積の合計が１００㎡以下の

とき 

 ６，２００円 

 １００㎡を超え５００㎡以下のとき 

 ８，６００円 

 ５００㎡を超え２，０００㎡以下のとき 

 １３，０００円 

 ２，０００㎡を超え１０，０００㎡以下の

とき 

 ３５，０００円 

 １０，０００㎡を超えるとき 

 ４３，０００円 

３１ 租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３

号）第４１条各号又は第

４２条第１項に規定する

個人の新築又は取得をし

た家屋がこれらの規定に

規定する家屋に該当する

ものであることについて

の証明の申請に対する審

査 

住宅用家屋証明申請

手数料 

１，３００円 

３２ 奈良県屋外広告物条例

（昭和３５年奈良県条例

第１７号）に基づく屋外

広告物の許可の申請に対

する審査 

屋外広告物許可申請

手数料 

ア 屋上広告物又はこれを掲出する物件、

軒下広告物又はこれを掲出する物件、塀

及び垣広告物又はこれを掲出する物件、

広告塔及び建植広告物又はこれらを掲出

する物件 

  １個の広さ５㎡までごとにつき 

  １，５００円 

  イ 電柱広告物（突き出し広告又は巻付け

広告） 

  １件５個までごとにつき 

  １，０００円 

  ウ アーチ広告物 

  １個の広さ５㎡までごとにつき 

  １，５００円 

  エ 気球広告物又はこれを掲出する物件 

  １個につき １，０００円 

  オ 広告幕（懸垂幕、横断幕、旗、のぼり

等）又はこれを掲出する物件 

  １個につき ５００円 
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  カ 立看板 

  １件５個までごとにつき 

  １，０００円 

  キ はり札 

  １件５個までごとにつき 

  ５００円 

  ク はり紙 

  １件１００枚までごとにつき 

  ５００円 

３３ 行政不服審査法第３８条

第４項、第７８条第４項

及びこれらの規定を準用

する法令の規定による交

付 

審査請求関係提出書

類等の写しの交付手

数料 

複写機等により日本産業規格Ｂ５判からＡ

３判までの用紙を用いて作成する場合 

（白黒）１枚につき １０円 

（カラー）１枚につき ５０円 

ただし、両面に複写し、又は出力したもの

については、片面ごとに１枚とする。 

３４ 公簿、公文書若しくは図

面の謄本又は抄本の交付 

公簿、公文書若しく

は図面の謄本又は抄

本の交付手数料 

１枚につき ３００円 

３５ 公簿、公文書又は図面の

閲覧に係る事務 

公簿、公文書又は図

面の閲覧手数料 

３００円 

３６ その他の証明 その他の証明手数料 ３００円 

備考 ３２の項の屋外広告物許可申請手数料における１件とは、形状、大きさ、意匠等同一のもの

で一括申請されたものをいう。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第２５号 

大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大和高田市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大和高田市特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

（大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

１５号）の一部を次のように改正する。 

第６条第４項を次のように改める。 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこととすることが

できる。 

（１） 市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業者等に

よる保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業者

等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き必要

な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

（２） 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 
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第６条第５項中「前項」を「前項（第２号に該当する場合に限る。）」に改める。 

第３７条第４号中「場合」の次に「又は保護者の疾病、疲労その他の身体上、精神上若しくは環

境上の理由により家庭において乳幼児を養育することが困難な場合」を加える。 

（大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第２条 大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２６年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第４２条第４項を次のように改める。 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこととすることが

できる。 

（１） 市長が、児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、特定地域型保

育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取

り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該

満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な

教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

（２） 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

第４２条第５項中「前項」を「前項（第２号に係る部分に限る。）」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第２６号 

大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例 

 大和高田市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「令和元年度及び令和２年度」を「令和２年度」に、「２６，８８０円」を「２１，

４８０円」に改め、同条第３項中「令和元年度及び令和２年度」を「令和２年度」に、「４４，７６

０円」を「３５，７６０円」に改め、同条第４項中「令和元年度及び令和２年度」を「令和２年度」

に、「５１，９６０円」を「５０，１６０円」に改める。 

 附則に次の１条を加える。 

 （保険料の減免の特例） 

第９条 令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限（特別徴収の場合にあっては、

特別徴収対象年金給付の支払日。以下この項において同じ。）が定められている保険料（第１号被

保険者の資格を取得した日から１４日以内に法第１２条第１項の規定による届出が行われなかっ

たため令和２年２月１日以降に納期限が定められている保険料であって、当該届出が第１号被保険

者の資格を取得した日から１４日以内に行われていたならば同年２月１日前に納期限が定められ

るべきものを除く。）の減免については、次の各号のいずれかに該当する者は、第１０条第１項に

規定する保険料の減免の要件を満たすものとして、同項の規定を適用する。 

 （１） 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項

に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新型コロナウイルス感染症」という。）に

より、第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡し、又は重篤な傷病を負

ったこと。 
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 （２） 新型コロナウイルス感染症の影響により、第１号被保険者の属する世帯の生計を主として

維持する者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下この号において「事業収入等」

という。）の減少が見込まれ、次のア及びイに該当すること。 

  ア 事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填されるべき金額があるとき

は、当該金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。 

  イ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額が４００万円以

下であること。 

２ 前項の場合における第１０条第２項の規定の適用については、同項中「提出しなければならない」

とあるのは、「提出しなければならない。ただし、市長は、これにより難い事情があると認めると

きは、別に申請期限を定めることができる」とする。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の第４条第２項から第４項までの規定は令和２年４月

１日から、改正後の附則第９条の規定は令和２年２月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第４条第２項から第４項までの規定は、令和２年度分の保険料から適用

し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

条例第２７号 

大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

 大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第７号中「若しくは」を「又は」に、「により、市長」を「その他既存入居者又は同居者の

世帯構成及び心身の状況からみて市長」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

規則第９号 

会計年度任用職員の給料及び基本報酬の額の決定に関する規則を次のように定める。 

  令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

   会計年度任用職員の給料及び基本報酬の額の決定に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、一般職の職員の給与等に関する条例（昭和３２年条例第６３号。以下「条

例」という。）第４条の３の規定に基づき、会計年度任用職員に支給する給料及び基本報酬の

額の決定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

 （号給の決定の基準） 

第３条 第２号会計年度任用職員となった者の号給は、その者が適用を受ける給料表の別ごとに、

別表第１の各表に掲げる職種の区分に応じ、当該各表に定める職務の級における当該各表の基

規 則 
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礎号給とする。 

 （経験年数を有する者の号給） 

第４条 第２号会計年度任用職員となった者のうち、経験年数（当該第２号会計年度任用職員と

なった日の属する年度の初日の前日におけるその者の経歴のうち、その者が当該第２号会計年

度任用職員の職務と同種の職務に従事した年数をいう。以下同じ。）を有する者の号給は、前

条の規定による号給の号数に、当該経験年数の月数を１２月で除した数（１未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた数）に２（初期研修医師にあっては、１２）を乗じて得た数を加え

て得た数を号数とする号給とすることができる。 

２ 前項の規定による号給の号数が別表第１に掲げるその者の属する職種の区分に対応する同

表の上限号給の号数を超えるときは、同項の規定にかかわらず、その者の号給は、当該上限号

給とする。 

 （基本報酬の額の算定） 

第５条 条例第４条の３第２項の規定に基づき第１号会計年度任用職員の基本報酬の額を月額、

日額又は時間額として算定する場合には、当該基本報酬の額は、次の各号に掲げる基本報酬の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 （１） 月額として算定する基本報酬 基準月額（条例第４条の３第２項に規定する基準月額

をいう。以下この条及び次条第２項において同じ。）に、当該第１号会計年度任用職員につ

いて定められた１週間当たりの勤務時間を３８．７５で除して得た額を乗じて得た額 

 （２） 日額として算定する基本報酬 基準月額を２１で除して得た額に、当該第１号会計年

度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得

た額 

 （３） 時間額として算定する基本報酬 基準月額を２１で除して得た額を７．７５で除して

得た額 

 （勤務時間が極めて短い場合等における基本報酬の額） 

第６条 条例第４条の３第３項の１週間当たりの勤務時間が市長が規則で定める時間に満たな

いことその他の市長が規則で定める事由は、次の各号のいずれかの事由とする。 

 （１） 当該第１号会計年度任用職員の１週間当たりの勤務時間が２０時間に満たないこと。 

 （２） 前号の事由に準ずるものとして任命権者が認める事由 

２ 条例第４条の３第３項に規定する市長が規則で定める基準は、別表第２の各表に掲げる職種

の区分に応じ、その者が当該各表の標題に掲げる給料表の適用を受けるものとした場合におけ

る当該各表に定める職務の級における当該各表の号給に応じた額を基準月額とみなして前条

の規定により得た額を、その者の基本報酬の額とすることとする。 

 （特殊の技術、経験等を必要とする職に係る基本報酬の額の基準） 

第７条 条例第４条の３第４項の規定に基づき特殊の技術、経験等を必要とする職に任用される

会計年度任用職員の給料又は基本報酬の額は、別表第３に掲げる職種の区分に応じ、同表に定

める給料又は基本報酬の額とする。 

 （委任） 

第８条 この規則の施行に関し、必要な事項は任命権者が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （号給の決定に関する経過措置） 

２ 令和２年４月１日から令和８年３月３１日までの間、地方公務員法及び地方自治法の一部を

改正する法律（平成２９年法律第２９号）附則第１条本文に規定する施行の日（以下「法施行

日」という。）の前日において職員として任用されていた者が法施行日に会計年度任用職員と
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して任用された場合で、同法による改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２

２条の２の規定が法施行日の前日に施行されていたとしたならばその者が法施行日の前日に

任用されていた職は同法第２２条の２第１項第１号に規定する会計年度任用の職（その者が法

施行日の前日に任用されていた職の職務と同種の職務であるものに限る。）であるときにおけ

る当該会計年度任用職員（法施行日の前日から引き続いて任用される者に限る。）に対する別

表第１の規定の適用（条例第４条の３第２項の規定により第１号会計年度任用職員が第２号会

計年度任用職員であるものとして同条第１項の規定を適用する場合を含む。次項において同

じ。）については、同表に定める基礎号給及び上限号給は、次の表に掲げる職種及びその者が

任用される会計年度の区分に応じ、同表に定める基礎号給及び上限号給とする。 

会計年度 

 

 

 

 

職種 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

備考 
基礎号給

及び上限

号給 

基礎号給

及び上限

号給 

基礎号給

及び上限

号給 

基礎号給

及び上限

号給 

基礎号給

及び上限

号給 

基礎号給

及び上限

号給 

一般事務 １号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

交通指導員 ９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給  

青少年会館指

導員 
９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給  

ボランティア

コーディネー

ター 

１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

就労支援相談

員 
９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給  

社会教育指導

員 
９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給  

児童ホーム指

導員 
１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

教育活動補助

員 
１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

スクールサポ

ートスタッフ 
１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

社会福祉士 １号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給 

市立病院

に勤務す

る者を除

く。 

手話通訳者 １号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  
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福祉住環境コ

ーディネータ

ー 

１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

施設管理員 １号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

子育て支援指

導員 

１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給 

幼稚園教

諭免許、保

育士資格

その他こ

れらに相

当するも

のとして

市長が認

める資格

免許を有

する者以

外の者 

１８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 

幼稚園教

諭免許、保

育士資格

その他こ

れらに相

当するも

のとして

市長が認

める資格

免許を有

する者 

児童福祉相談

員 
９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給 

児童福祉

支援員以

外の者 

児童福祉支援

員 
１８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給  

ケースワーカ

ー 
１８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給  

アートマネー

ジャー 
１６号給 １８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給  

栄養士 ６号給 ８号給 １０号給 １２号給 １３号給 １３号給 

管理栄養

士の免許

を有する

者以外の

者 



令和２年７月１７日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７８号 

 23 

２３号給 ２５号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給 

管理栄養

士の免許

を有し、行

政職給料

表の適用

を受ける

者 

訪問介護員 ２３号給 ２５号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給  

適応指導教室

指導員及び教

育アドバイザ

ー 

２５号給 ２７号給 ２９号給 ３１号給 ３１号給 ３１号給  

若者支援指導

員 
２５号給 ２７号給 ２９号給 ３１号給 ３１号給 ３１号給  

幼稚園講師、

保育士及び保

育教諭 

３１号給 ３３号給 ３５号給 ３５号給 ３５号給 ３５号給 

クラス担

任又はク

ラス担任

に相当す

る職務を

命ぜられ

る者以外

の者 

３９号給 ４１号給 ４３号給 ４３号給 ４３号給 ４３号給 

クラス担

任又はク

ラス担任

に相当す

る職務を

命ぜられ

る者 

准看護師 ２３号給 ２５号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給 ２７号給 

行政職給

料表の適

用を受け

る者に限

る。 

看護師 ３４号給 ３６号給 ３８号給 ３８号給 ３８号給 ３８号給 

行政職給

料表の適

用を受け

る者 

視能訓練士 ３４号給 ３６号給 ３８号給 ３８号給 ３８号給 ３８号給 

行政職給

料表の適

用を受け

る者 
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消費生活相談

員 
４３号給 ４５号給 ４７号給 ４７号給 ４７号給 ４７号給  

警察連携支援

員 
４９号給 ５１号給 ５３号給 ５３号給 ５３号給 ５３号給  

乳児家庭全戸

訪問従事者 
５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

保健師 ５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

助産師 ５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 

行政職給

料表の適

用を受け

る者 

歯科衛生士 ５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

ケアマネージ

ャー 
５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

介護認定調査

員 
５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

医科医療事務

管理士 
５２号給 ５４号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給 ５６号給  

発掘作業員 １６号給 １８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給  

発掘作業補助

員 
５号給 ７号給 ９号給 １１号給 １３号給 １３号給  

発掘品整理作

業員 
１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

給食調理員 １号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給 

市立病院

に勤務す

る者を除

く。 

学 校 用 務 員

（校務員） 
１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給  

クリーンセン

ター技能員 

１号給 ３号給 ５号給 ７号給 ９号給 １１号給 

トラック

スケール

計量業務

に従事す

る者 

９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給 
工場作業

に従事す
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る者 

１６号給 １８号給 ２０号給 ２０号給 ２０号給 ２０号給 

収集作業

に従事す

る者 

営繕技能職員 ７号給 ９号給 １１号給 １３号給 １３号給 １３号給  

社会福祉士 １８号給 ２０号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 ２２号給 

市立病院

に勤務す

る者 

給食調理員 ２２号給 ２４号給 ２６号給 ２６号給 ２６号給 ２６号給 

市立病院

に勤務す

る者 

看護助手 ２２号給 ２４号給 ２６号給 ２６号給 ２６号給 ２６号給  

診療情報管理

士 
３２号給 ３４号給 ３６号給 ３６号給 ３６号給 ３６号給  

高等学校実習

助手 
１５号給 １７号給 １９号給 ２１号給 ２３号給 ２５号給  

高等学校講師 ３０号給 ３２号給 ３４号給 ３６号給 ３７号給 ３７号給  

スクールアド

バイザー 
１１号給 １３号給 １５号給 １７号給 １９号給 ２１号給  

適応指導教室

専任教員 
４７号給 ４９号給 ５１号給 ５３号給 ５５号給 ５７号給  

小学校講師 ２２号給 ２４号給 ２６号給 ２８号給 ３０号給 ３２号給  

初期研修医師 

１号給 １号給 １号給 １号給 １号給 １号給 
研修１年

目の者 

１３号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給 １３号給 
研修２年

目の者 

管理栄養士 ２８号給 ３０号給 ３２号給 ３２号給 ３２号給 ３２号給 

医療職給

料表の適

用を受け

る者 

臨床検査技師 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  

診療放射線技

師 
７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  

臨床工学技士 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  
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理学療法士 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  

作業療法士 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  

視能訓練士 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 

医療職給

料表の適

用を受け

る者 

言語聴覚士 ７９号給 ８１号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給 ８３号給  

薬剤師 ８３号給 ８５号給 ８５号給 ８５号給 ８５号給 ８５号給  

准看護師 ８２号給 ８４号給 ８６号給 ８６号給 ８６号給 ８６号給 

医療職給

料表の適

用を受け

る者 

看護師 ８６号給 ８８号給 ９０号給 ９０号給 ９０号給 ９０号給 

医療職給

料表の適

用を受け

る者 

助産師 ８８号給 ９０号給 ９２号給 ９２号給 ９２号給 ９２号給 

医療職給

料表の適

用を受け

る者 

看護学校教員 ８８号給 ９０号給 ９２号給 ９２号給 ９２号給 ９２号給  

３ 令和２年４月１日から令和８年３月３１日までの間、会計年度任用職員（前項の規定の適用

を受ける者を除く。）に対する別表第１の規定の適用については、同表に定める上限号給は、

前項の表に掲げる職種及びその者が任用される会計年度の区分に応じ、同表に定める上限号給

とする。この場合において、同表中「基礎号給及び上限号給」とあるのは「上限号給」とする。 

別表第１（第３条関係） 

 （１） 行政職給料表の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及び上限

号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 

一般事務 １級 １号給 １３号給  

交通指導員 １級 １号給 １３号給  

青少年会館指導員 １級 １号給 １３号給  

ボランティアコーディネー

ター 
１級 １号給 １３号給  

就労支援相談員 １級 １号給 １３号給  
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社会教育指導員 １級 １号給 １３号給  

児童ホーム指導員 １級 １号給 １３号給  

教育活動補助員 １級 １号給 １３号給  

スクールサポートスタッフ １級 １号給 １３号給  

社会福祉士 １級 １号給 １３号給 
市立病院に勤務す

る者を除く。 

手話通訳者 １級 １号給 １３号給  

福祉住環境コーディネータ

ー 
１級 １号給 １３号給  

施設管理員 １級 １号給 １３号給 

開錠、施錠その他施

設の管理を伴う事

務を常態として行

う者 

子育て支援指導員 

１級 １号給 １３号給 

大和高田市地域子

育て支援拠点事業

実施要綱（平成２１

年告示第４３号）第

５条に規定する職

員のうち幼稚園教

諭免許、保育士資格

その他これらに相

当するものとして

市長が認める資格

免許を有するもの

以外の者 

１級 １０号給 ２２号給 

大和高田市地域子

育て支援拠点事業

実施要綱第５条に

規定する職員のう

ち幼稚園教諭免許、

保育士資格その他

これらに相当する

ものとして市長が

認める資格免許を

有するもの 

児童福祉相談員 １級 １号給 １３号給 

大和高田市家庭児

童相談室設置規則

（平成１７年規則

第４３号）第４条第

１項第２号に掲げ



令和２年７月１７日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７８号 

 28 

る者のうち児童福

祉支援員以外のも

の 

児童福祉支援員 １級 １０号給 ２２号給 

大和高田市家庭児

童相談室設置規則

第５条に規定する

者 

ケースワーカー １級 １０号給 ２２号給  

アートマネージャー １級 １０号給 ２２号給  

栄養士 

１級 １号給 １３号給 

管理栄養士の免許

を有する者以外の

者 

１級 １５号給 ２７号給 
管理栄養士の免許

を有する者 

訪問介護員 １級 １５号給 ２７号給  

適応指導教室指導員及び教

育アドバイザー 
１級 １９号給 ３１号給  

若者支援指導員 １級 １９号給 ３１号給  

幼稚園講師、保育士及び保

育教諭 

１級 ２３号給 ３５号給 

クラス担任又はク

ラス担任に相当す

る職務を命ぜられ

る者以外の者 

１級 ３１号給 ４３号給 

クラス担任又はク

ラス担任に相当す

る職務を命ぜられ

る者 

准看護師 １級 １５号給 ２７号給  

看護師 １級 ２６号給 ３８号給  

視能訓練士 １級 ２６号給 ３８号給  

消費生活相談員 ２級 ３５号給 ４７号給 

大和高田市消費生

活センターの組織

及び運営等に関す

る条例（平成２８年

条例第１５号）第４

条に掲げる者 

警察連携支援員 ２級 ４１号給 ５３号給  
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乳児家庭全戸訪問従事者 １級 ４４号給 ５６号給 

大和高田市乳児家

庭全戸訪問事業実

施要綱（平成２２年

告示第５１号）第４

条に規定する者 

保健師 １級 ４４号給 ５６号給  

助産師 １級 ４４号給 ５６号給  

歯科衛生士 １級 ４４号給 ５６号給  

ケアマネージャー １級 ４４号給 ５６号給  

介護認定調査員 １級 ４４号給 ５６号給  

医科医療事務管理士 １級 ４４号給 ５６号給  

発掘作業員 １級 １０号給 ２２号給  

発掘作業補助員 １級 １号給 １３号給  

発掘品整理作業員 １級 １号給 １３号給  

給食調理員 １級 １号給 １３号給 
市立病院に勤務す

る者を除く。 

学校用務員（校務員） １級 １号給 １３号給  

クリーンセンター技能員 

１級 １号給 １３号給 

トラックスケール

計量業務に従事す

る者 

１級 １号給 １３号給 
工場作業に従事す

る者 

１級 ８号給 ２０号給 
収集作業に従事す

る者 

営繕技能職員 １級 １号給 １３号給  

社会福祉士 １級 １０号給 ２２号給 
市立病院に勤務す

る者 

給食調理員 １級 １４号給 ２６号給 
市立病院に勤務す

る者 

看護助手 １級 １４号給 ２６号給  

診療情報管理士 １級 ２４号給 ３６号給  

 （２） 教育職給料表（１）の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及
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び上限号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 

高等学校実習助手 １級 １３号給 ２５号給  

高等学校講師 １級 ２５号給 ３７号給  

 （３） 教育職給料表（２）の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及

び上限号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 

スクールアドバイザー １級 ９号給 ２１号給  

適応指導教室専任教員 １級 ４５号給 ５７号給  

小学校講師 １級 ２０号給 ３２号給  

 （４） 医療職給料表（１）の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及

び上限号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 

初期研修医師 
１級 １号給 １号給 研修１年目の者 

１級 １３号給 １３号給 研修２年目の者 

 （５） 医療職給料表（２）の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及

び上限号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 

管理栄養士 １級 ２０号給 ３２号給  

臨床検査技師 １級 ７１号給 ８３号給  

診療放射線技師 １級 ７１号給 ８３号給  

臨床工学技士 １級 ７１号給 ８３号給  

理学療法士 １級 ７１号給 ８３号給  

作業療法士 １級 ７１号給 ８３号給  

視能訓練士 １級 ７１号給 ８３号給  

言語聴覚士 １級 ７１号給 ８３号給  

薬剤師 １級 ７３号給 ８５号給  

 （６） 医療職給料表（３）の適用を受ける第２号会計年度任用職員の職務の級、基礎号給及

び上限号給 

職種 職務の級 基礎号給 上限号給 備考 
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准看護師 １級 ７４号給 ８６号給  

看護師 １級 ７８号給 ９０号給  

助産師 １級 ８０号給 ９２号給  

看護学校教員 １級 ８０号給 ９２号給  

別表第２（第６条関係） 

 （１） 行政職給料表の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員の職務

の級及び号給 

職種 職務の級 号給 備考 

一般事務 １級 １号給  

交通指導員 １級 １号給  

青少年会館指導員 １級 １号給  

ボランティアコーディネー

ター 
１級 １号給  

就労支援相談員 １級 １号給  

社会教育指導員 １級 １号給  

児童ホーム指導員 １級 １号給  

教育活動補助員 １級 １号給  

スクールサポートスタッフ １級 １号給  

社会福祉士 １級 １号給 
市立病院に勤務する者を

除く。 

手話通訳者 １級 １号給  

福祉住環境コーディネータ

ー 
１級 １号給  

施設管理員 １級 １号給 

開錠、施錠その他施設の管

理を伴う事務を常態とし

て行う者 

子育て支援指導員 １級 １号給 

大和高田市地域子育て支

援拠点事業実施要綱第５

条に規定する職員のうち

幼稚園教諭免許、保育士資

格その他これらに相当す

るものとして市長が認め
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る資格免許を有するもの

以外の者 

１級 １１号給 

大和高田市地域子育て支

援拠点事業実施要綱第５

条に規定する職員のうち

幼稚園教諭免許、保育士資

格その他これらに相当す

るものとして市長が認め

る資格免許を有するもの 

児童福祉相談員 １級 １号給 

大和高田市家庭児童相談

室設置規則第４条第１項

第２号に掲げる者のうち

児童福祉支援員以外のも

の 

児童福祉支援員 １級 １１号給 

大和高田市家庭児童相談

室設置規則第５条に規定

する者 

ケースワーカー １級 １１号給  

アートマネージャー １級 ２５号給  

栄養士 

１級 １９号給 
管理栄養士の免許を有す

る者以外の者 

１級 ３２号給 
管理栄養士の免許を有す

る者 

訪問介護員 １級 ３２号給  

適応指導教室指導員及び教

育アドバイザー 
１級 ３４号給  

若者支援指導員 １級 ３４号給  

幼稚園講師、保育士及び保育

教諭 
１級 ３１号給  

准看護師 １級 ３２号給  

看護師 １級 ５１号給  

視能訓練士 １級 ５１号給  

乳児家庭全戸訪問従事者 １級 ８４号給 

大和高田市乳児家庭全戸

訪問事業実施要綱第４条

に規定する者 
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保健師 １級 ８４号給  

助産師 １級 ８４号給  

歯科衛生士 １級 ８４号給  

ケアマネージャー １級 ８４号給  

介護認定調査員 １級 ８４号給  

医科医療事務管理士 １級 ８４号給  

消費生活相談員 ２級 ４４号給 

大和高田市消費生活セン

ターの組織及び運営等に

関する条例第４条に掲げ

る者 

高等学校クラブ活動指導員 ２級 １２５号給  

発掘作業員 １級 １９号給  

発掘作業補助員 １級 １９号給  

発掘品整理作業員 １級 １号給  

給食調理員 

１級 １号給 

調理師の免許を有する者

以外の者（市立病院に勤務

する者を除く。） 

１級 ６号給 

調理師の免許を有する者

（市立病院に勤務する者

を除く。） 

学校用務員（校務員） １級 １号給  

クリーンセンター技能員 

１級 １号給 
トラックスケール計量業

務に従事する者 

１級 １３号給 工場作業に従事する者 

１級 ２２号給 収集作業に従事する者 

営繕技能職員 １級 １９号給  

社会福祉士 １級 １８号給 市立病院に勤務する者 

給食調理員 １級 ２２号給 市立病院に勤務する者 

看護助手 １級 ２２号給  

診療情報管理士 １級 ３２号給  

 （２） 教育職給料表（１）の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員
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の職務の級及び号給 

職種 職務の級 号給 備考 

高等学校実習助手 １級 １０９号給  

高等学校講師 ２級 ９７号給  

 （３） 教育職給料表（２）の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員

の職務の級及び号給 

職種 職務の級 号給 備考 

スクールアドバイザー １級 ９号給  

適応指導教室専任教員 １級 ４５号給  

小学校講師 ２級 １２１号給  

中学校講師 ２級 １２１号給  

 （４） 医療職給料表（１）の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員

の職務の級及び号給 

職種 職務の級 号給 備考 

初期研修医師 
１級 １号給 研修１年目の者 

１級 １３号給 研修２年目の者 

 （５） 医療職給料表（２）の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員

の職務の級及び号給 

職種 職務の級 号給 備考 

管理栄養士 １級 ２８号給  

臨床検査技師 １級 ７９号給  

診療放射線技師 １級 ７９号給  

臨床工学技士 １級 ７９号給  

理学療法士 １級 ７９号給  

作業療法士 １級 ７９号給  

視能訓練士 １級 ７９号給  

言語聴覚士 １級 ７９号給  

薬剤師 １級 ８３号給  

 （６） 医療職給料表（３）の適用を受けるものとした場合における第１号会計年度任用職員

の職務の級及び号給 
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職種 職務の級 号給 備考 

准看護師 １級 ８２号給  

看護師 １級 ８６号給  

助産師 １級 ８８号給  

看護学校教員 １級 ８８号給  

別表第３（第７条関係） 

職種 給料又は基本報酬の額 備考 

市立病院の医師（初期

研修医師を除く。） 
時間額２０，０００円  

臨床心理士 
時間額４，６８０円 

保健センター及び適応指導教室に

おいて心理相談業務又は発達相談

業務（健診時相談を除く。）に従事

する者 

時間額２，６００円 健診業務に従事する者 

健康運動指導士 時間額２，８４０円  

 

規則第２０号 

大和高田市会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市会計規則の一部を改正する規則 

大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）の一部を次のように改正する。 

第４３条の２第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同項第６号中「で

現金払が必要なもの」を削り、同号を同項第５号とし、同項第７号中「で現金払が必要なもの」を削

り、同号を同項第６号とし、同項中第８号を第７号とし、第９号を第８号とし、同項に次の１号を加

える。 

（９） 使用料、手数料、賃借料及び物資の購入に要する経費 

第４４条の次に次の１条を加える。 

（前金払） 

第４４条の２ 令第１６３条第８号の規定により、前金払をすることができるものは、次に掲げる経

費とする。 

（１） 使用料、賃借料、保管料及び保険料 

（２） 土地及び家屋の買収代金 

別表第１中 

「 

会計課 現金（証券を含む。）の出納（小切手の振出

しを含む。）及び保管 

 

物品の出納及び保管 
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所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

改革推進局 所管に係る収入の収納  

 所管に係る物品の出納・保管  

」を 

「 

改革推進局 所管に係る収入の収納  

 所管に係る物品の出納・保管  

」に、 

「 

企画広報課 ふるさと応援寄附金の収納  

その他所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

」を 

「 

企画創生課 

 

 

ふるさと応援寄附金の収納  

その他所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

広報広聴課 所管に係る収入の出納 

所管に係る物品の出納・保管 

 

」に、「天

満診療所係長」を「天満診療所事務長」に改める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

規則第２４号 

大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年４月１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部を改正する規則 

 大和高田市健康診査等負担金徴収規則（平成１７年規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中ただし書を削る。 

 附則第２項を次のように改める。 

（令和２年度における負担金の免除に関する特例） 

２ 市長は、令和２年度において実施する子宮頸がん検診、乳がん検診及び肝炎ウイルス検診の受診

者が当該年度において次に掲げる区分に該当する場合は、第４条の規定にかかわらず、負担金を免

除する。 

 （１） 子宮頸がん検診 ２１歳に達する者 

 （２） 乳がん検診 ４１歳に達する者 

 （３） 肝炎ウイルス検診 ４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳又は６５歳に達する者 

 別表中「子宮がん検診」を「子宮頸がん検診」に、 

「 

肝炎ウイルス検診 個別検診 ４００円 



令和２年７月１７日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７８号 

 37 

２歳児歯科健診フッ素塗布 集団健診 ５００円 

                                   」を 

「 

肝炎ウイルス検診 個別検診 ４００円 

胃がん検診 個別検診 ４，６００円 

２歳児歯科健診フッ素塗布 集団健診 ５００円 

                                   」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第２８号 

大和高田市都市計画公聴会規則を次のように定める。 

  令和２年６月１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市都市計画公聴会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条第１項の規定に基づき市長

が開催する公聴会に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （公告） 

第２条 市長は、公聴会を開催しようとするときは、開催期日の２１日前までに、次に掲げる事項を

公告する。 

 （１） 開催の日時及び場所 

 （２） 意見を聴こうとする都市計画の案の概要 

 （３） 次条に規定する公述の申出方法及び期限 

 （公述の申出） 

第３条 公聴会に出席して意見を述べることができる者は、次に掲げるものとする。 

 （１） 本市に住所を有する者 

 （２） 都市計画の案に係る利害関係人 

２ 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、公聴会の開催期日の１０日前までに、次に掲げる

事項を記載した書面により、市長に申し出なければならない。 

 （１） 氏名、住所、生年月日及び連絡先（法人にあっては、事務所の所在地、法人の名称及び代

表者の氏名並びに当該法人を代表して公述する者の氏名） 

 （２） 利害関係人にあっては、利害関係の内容 

 （３） 述べようとする意見の要旨及びその理由 

 （公述人の選定等） 

第４条 市長は、前条の規定による公述の申出をした者のうちから公述人を選定する。 

２ 市長は、前項の規定に関わらず、必要と認めるときは、前条の規定により公述の申出をした者以

外の者で学識経験を有するものを公述人として指名することができる。 

３ 市長は、前２項の規定により公述人を選定し、又は指名したときは、その旨を公聴会の開催期日

の２日前までに本人に通知する。 

 （公聴会の議長） 

第５条 公聴会は、市長又は市の職員のうちから市長が指名する者が議長となり、これを主宰する。 

 （公述人の陳述等） 

第６条 公述人は、意見を述べようとするときは、議長の許可を受けなければならない。 
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２ 公述人は、第３条第２項第３号の意見の要旨の範囲を超えて意見を述べてはならない。 

３ 議長は、公聴会の運営上必要があると認めるときは、公述人の意見を述べることができる時間を

制限することができる。 

４ 議長は、公述人が第２項に規定する範囲を超えて意見を述べたとき、又は不穏当な言動をしたと

きは、その発言を禁止し、又は退場させることができる。 

 （公聴会の質疑） 

第７条 議長は、公述人に対して質疑をすることができる。 

２ 公述人は、議長に対して質疑することができない。ただし、議長の許可を得たときは、この限り

でない。 

 （公聴会の秩序維持） 

第８条 議長は、公聴会における秩序を維持するために必要があると認めるときは、傍聴人の入場を

制限し、又はその秩序を乱し、若しくは不穏当な言動をした者を退場させることができる。 

 （記録の作成） 

第９条 公聴会については、記録を作成しなければならない。 

２ 前項の規定による記録には、次に掲げる事項を記載し、議長が署名押印しなければならない。 

 （１） 都市計画案の概要 

 （２） 開催の日時及び場所 

 （３） 出席した公述人の氏名、住所、生年月日及び連絡先 

 （４） 公述人の陳述の要旨 

 （５） その他公聴会の経過に関する事項 

 （補則） 

第１０条 この規則で定めるもののほか、公聴会に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第２９号 

職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年６月１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２の９の項中「７月から９月」を「６月から１０月」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第３０号 

租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年６月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則の一部を改正する規則 

租税特別措置法に基づく優良宅地認定事務施行細則（平成１３年規則第６号）を次のように改正す

る。 

第１条中「２６号」を「第２６号」に、「及び第６３条第３項第７号イ」を「、第６３条第３項第

７号イ及び第６８条の６９第３項第７号イ」に改める。 

第２条第１項中「及び第６３条第３項第７号イ」を「、第６３条第３項第７号イ又は第６８条の６
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９第３項第７号イ」に改める。 

第４条の見出し中「説明書」を「証明書」に改める。 

第５条を削り、第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。 

様式第１号中 

「  第２８条の４第３項第７号イ    「  第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ         第６３条第３項第７号イ 

              」を    第６８条の６９第３項第７号イ   」に改める。 

様式第２号中 

「  第２８条の４第３項第７号イ    「  第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ         第６３条第３項第７号イ 

              」を    第６８条の６９第３項第７号イ   」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。

 

規則第３１号 

短期譲渡所得土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡所得の課税の特例及び一般土地譲渡益重課

制度の適用除外に係る優良住宅認定事務施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年６月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

短期譲渡所得土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡所得の課税の特例及び一般土地譲渡益

重課制度の適用除外に係る優良住宅認定事務施行細則の一部を改正する規則 

短期譲渡所得土地譲渡益重課制度の適用除外、長期譲渡所得の課税の特例及び一般土地譲渡益重課

制度の適用除外に係る優良住宅認定事務施行細則（平成１３年規則第７号）を次のように改正する。 

第１条中「及び第６３条第３項第７号ロ」を「、第６３条第３項第７号ロ及び第６８条の６９第３

項第７号ロ」に改める。 

第２条第１項中「又は第６３条第３項第７号ロ」を「、第６３条第３項第７号ロ又は第６８条の６

９第３項第７号ロ」に改め、同条第２項第４号中「第４項」の次に「若しくは第６条の２第１項」を

加え、同項第５号中「第５項」の次に「若しくは第７条の２第５項」を加え、同項第８号中「その他」

を「並びに」に改める。 

第３条第１項中「又は第６３条第３項第７号ロ」を「、第６３条第３項第７号ロ又は第６８条の６

９第３項第７号ロ」に改め、同条第２項第１号中「第５項」の次に「若しくは第７条の２第５項」を

加える。 

様式第１号中 

「  第２８条の４第３項第７号ロ    「  第２８条の４第３項第７号ロ 

第３１条の２第２項第１５号ニ      第３１条の２第２項第１５号ニ 

第６２条の３第４項第１５号ニ      第６２条の３第４項第１５号ニ 

第６３条第３項第７号ロ         第６３条第３項第７号ロ 

」を   第６８条の６９第３項第７号ロ 」に改め、備考

６中「又は第６３条第３項第７号ロ」を「、第６３条第３項第７号ロ又は第６８条の６９第３項第７

号ロ」に改め、備考８中「の副本」を削る。 

様式第２号中
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「  第２８条の４第３項第７号ロ    「  第２８条の４第３項第７号ロ 

第３１条の２第２項第１５号ニ      第３１条の２第２項第１５号ニ 

第６２条の３第４項第１５号ニ      第６２条の３第４項第１５号ニ 

第６３条第３項第７号ロ         第６３条第３項第７号ロ 

」を   第６８条の６９第３項第７号ロ 」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

告示第６０号 

大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱を次のように定める。 

  令和２年３月３１日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市立幼稚園（以下「幼稚園」という。）に在籍する幼児に対し、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の３第７項に規定する一時預かり事業（以

下「預かり保育」という。）を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（利用者） 

第２条 預かり保育を利用することができる者は、預かり保育を実施する幼稚園に在籍する園児の保

護者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１９条第１項第２号の内閣府令で定

める事由に該当する保護者 

（２） 園児の兄弟姉妹の授業参観又は懇談会等の学校行事に出席する保護者 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が特に理由があると認める保護者 

（実施日及び実施時間） 

第３条 預かり保育を実施する日は、月曜日から金曜日までとし、大和高田市立学校の管理運営に関

する規則（平成１３年教育委員会規則第１号。以下「規則」という。）第３条第１号、第２号、第

６号及び第７号の規定による休業日は、実施しない。 

２ 預かり保育を実施する時間は、次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 幼稚園の教育課程に係る教育時間又は幼稚園行事等の終了後において実施するもの 当該

教育時間又は幼稚園行事等の終了後から午後５時まで 

（２） 規則第３条第１項第３号から第５号までの規定による休業日において実施するもの 午前

９時から午後５時まで 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、実施日及び実施時間を変更

することができる。 

（利用定員） 

第４条 預かり保育の利用定員は、１日当たり１５人とする。ただし、市長が特に必要があると認め

るときは、これを変更することができる。 

（費用負担） 

第５条 預かり保育を利用する保護者は、当該利用に要する費用として預かり保育料を負担しなけれ

ばならない。 

２ 預かり保育料の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 幼稚園の教育課程に係る教育時間又は幼稚園行事等の終了後において実施するもの １人

告 示 
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につき１日３００円 

（２） 規則第３条第３号から第５号の規定による休業日において実施するものであって、利用時

間が４時間以下のもの １人につき１日４００円 

（３） 規則第３条第３号から第５号の規定による休業日において実施するものであって、利用時

間が４時間を超えるもの １人につき１日８００円 

（登録の申込み等） 

第６条 預かり保育の利用を希望する保護者は、大和高田市立幼稚園預かり保育利用登録申込書（様

式第１号）を市長に提出し、登録を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容を確認し、登録の可否を大和高田市立幼

稚園預かり保育利用登録承諾（不承諾）通知書（様式第２号）により当該申込みをした保護者に通

知する。 

３ 第１項の登録の有効期間は、当該登録を受けた日から卒園又は退園する日までとする。 

４ 第１項の規定による登録を受けた園児の保護者は、登録した内容に変更が生じたときは、その旨

を書面により市長に届け出なければならない。 

（利用の申込み） 

第７条 前条第１項の規定による登録を受けた保護者であって、預かり保育を利用しようとするもの

は、利用を希望する日の１０日前までに市長に利用の申込みをしなければならない。ただし、保護

者に緊急やむを得ない事情があると認められるときは、この限りでない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、預かり保育の利用を制限することができる。 

（１） 第４条の利用定員を超過するとき。 

（２） その他預かり保育の運営上支障があると認められるとき。 

（解除） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、登録を解除することができる。 

（１） 登録を受けた保護者が第２条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

（２） 保護者が偽りその他不正な手段により登録を受けたとき。 

（３） その他預かり保育の実施が不適当であると認められるとき。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

様式第１号（第６条関係） 

   年   月   日 

大和高田市長  宛 

 

大和高田市立幼稚園預かり保育利用登録申込書 

 

申込者  住 所              

氏 名           印  

電話番号             

 

預かり保育の利用の登録について、以下のとおり申し込みします。 

 

園 児 氏 名 
 

性 別 男 ・ 女 

生 年 月 日  
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健 康 状 態  

送 迎 者 氏 名 
 

園児との続柄 
 

  

緊 急 連 絡 先 氏 名  電 話 番 号  

 

 

様式第２号（第６条関係） 

   年   月   日 

       様 

 

大和高田市立幼稚園預かり保育利用登録承諾（不承諾）決定通知書 

 

大和高田市長       印   

 

申込みのありました預かり保育の利用の登録について、次のとおり決定します。 

 

１ 園児氏名 

 

２ 利用登録    承諾  ・  不承諾（理由：              ） 

 

３ 有効期間     年  月  日 ～  年  月  日まで 

 

 

 

告示第９８号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

令和２年６月２日 

  大和高田市長 堀内 大造   

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田
駅･ＪＲ高田駅
周辺 

近鉄高田市

駅周辺 

近鉄松塚駅

周辺 

近鉄浮孔駅

周辺 

近鉄築山駅

周辺 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

令和２年５月８日 ３           
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（２） 放置禁止区域外の公共の場所 

移動年月日 地区 自転車 

原動機

付自転

車 

令和２年５月１日 大和高田市幸町地内 １  

令和２年５月７日 大和高田市三和町地内 １   
３ 保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）を持参すること。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円を

徴収する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

告示第９９号 

令和２年６月１２日大和高田市議会定例会を本市議事堂に招集する。 

令和２年６月５日 

                     大和高田市長 堀内 大造   

 

告示第１００号   

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  令和２年６月１５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  令和２年９月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  令和２年３月１日から令和２年３月３１日までの間 

 

告示第１０１号 
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大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和２年６月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱（令和２年告示第６０号）の一部を次のように改正する。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加える。 

 （令和２年度における費用負担の特例） 

２ 令和２年度における第５条第２項第２号の適用については、同号中「３００円」とあるのは「２

００円」とする。 

   附 則 

この告示は、告示の日から施行し、改正後の大和高田市立幼稚園預かり保育実施要綱の規定は、令

和２年４月１日から適用する。 

 

告示第１０２号 

 令和２年６月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２１

９条第２項の規定により公表します。 

  令和２年６月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第４号） 

２ 令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

３ 令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

４ 令和２年度大和高田市病院事業会計補正予算（第２号） 

５ 令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第５号） 

 

令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第４号） 

令和２年度大和高田市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６７，６００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ３５，４１０，６００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15.国庫支出金  
11,310,014 189,914 11,499,928 

1.国庫負担金 
4,213,788 22,193 4,235,981 

2.国庫補助金 
7,050,782 167,721 7,218,503 
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16.県支出金  
1,617,389 11,296 1,628,685 

1.県負担金 
1,200,959 11,096 1,212,055 

3.県委託金 
98,397 200 98,597 

18.寄附金  
1,001 2,800 3,801 

1.寄附金 
1,001 2,800 3,801 

19.繰入金  
902,652 △38,910 863,742 

1.基金繰入金 
902,652 △38,910 863,742 

21.諸収入  
480,870 2,500 483,370 

4.雑入 
464,370 2,500 466,870 

補正されなかった科目に係る額 
20,931,074 0 20,931,074 

歳  入  合  計 
35,243,000 167,600 35,410,600 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.総務費  
11,768,856 10,345 11,779,201 

1.総務管理費 
11,223,663 10,345 11,234,008 

3.民生費  
11,514,156 45,047 11,559,203 

1.社会福祉費 
5,372,832 45,157 5,417,989 

2.児童福祉費 
3,343,619 △110 3,343,509 

4.衛生費  
2,936,315 68,072 3,004,387 

1.保健衛生費 
1,136,260 68,072 1,204,332 

7.商工費  
117,051 25,280 142,331 

1.商工費 
117,051 25,280 142,331 

9.消防費  
877,732 621 878,353 
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1.消防費 
877,732 621 878,353 

10.教育費  
2,950,563 18,235 2,968,798 

1.教育総務費 
512,411 15,437 527,848 

2.小学校費 
550,666 1,500 552,166 

6.社会教育費 
427,556 1,298 428,854 

補正されなかった科目に係る額 
5,078,327 0 5,078,327 

歳  出  合  計 
35,243,000 167,600 35,410,600 

 

第２表　債務負担行為補正

事 項 期 間 限 度 額

新庁舎駐車場管理業務 令和8年6月末まで 29,700千円

電話交換システム及び電話機導入
経費

令和3年5月末まで 25,300千円

児童ホーム運営業務 令和6年3月末まで 406,575千円

 

 

 

令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

令和２年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６４４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ７，３２１，８５６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 



令和２年７月１７日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７８号 

 47 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                               （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

9.繰入金  
590,314 △644 589,670 

1.一般会計繰入金 
590,313 △644 589,669 

補正されなかった科目に係る額 
6,732,186 0 6,732,186 

歳  入  合  計 
7,322,500 △644 7,321,856 

 

（歳出）                               （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

8.保健事業

費 
 

85,260 △644 84,616 

1.特定健康診査等事

業費 71,283 △644 70,639 

補正されなかった科目に係る額 
7,237,240 0 7,237,240 

歳  出  合  計 
7,322,500 △644 7,321,856 

 

令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和２年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入予算の補正） 

第１条 歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入予算の金額は、

「第１表 歳入予算補正」による。 

 

第１表 歳入予算補正  

（歳入）                             （単位：千円） 

款  項  補正前の額  補 正  額  計  

1. 保険料   

1,423,219   △44,387 1,378,832 

1.介護保険料    

1,423,219   △44,387 1,378,832 

7. 繰入金   

1,179,276   44,387 1,223,663 

1.一般会計繰入金    

1,084,911   44,387 1,129,298 

補正されなかった科目に係る額  
4,545,805   0 4,545,805 
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歳  入  合  計  
7,148,300   0 7,148,300 
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令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第５号） 

令和２年度大和高田市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９，６５６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ３５，４７０，２５６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15.国庫支出金  
11,499,928 60,300 11,560,228 
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2.国庫補助金 
7,218,503 60,300 7,278,803 

19.繰入金  
863,742 △644 863,098 

1.基金繰入金 
863,742 △644 863,098 

補正されなかった科目に係る額 
23,046,930 0 23,046,930 

歳  入  合  計 
35,410,600 59,656 35,470,256 

 

（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3.民生費  
11,559,203 △644 11,558,559 

1.社会福祉費 
5,417,989 △644 5,417,345 

4.衛生費  
3,004,387 60,300 3,064,687 

1.保健衛生費 
1,204,332 60,300 1,264,632 

補正されなかった科目に係る額 
20,847,010 0 20,847,010 

歳  出  合  計 
35,410,600 59,656 35,470,256 

 

告示第１０３号 

 令和２年度軽自動車税納税通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等

が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定に

より、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  令和２年６月２２日 

                               大和高田市長 堀内 大造   

１．納税通知書の発送年月日 

令和２年５月８日 

２．この公示送達により変更する納期限  

  変更前 令和２年６月１日 

  変更後 令和２年７月２７日 

３．送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０４号 
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地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定により、次のとおり収納事

務を委託したので、同条第２項の規定に基づき告示します。 

令和２年６月２４日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 受託者の名称及び所在地 

  株式会社文政 

奈良県大和高田市大中１６－４ 竹村ビル５階 

２ 収納を委託した歳入 

  大和高田市文化会館施設使用料 

  大和高田市文化会館附属設備使用料 

  大和高田市文化会館入場料 

  複写機使用料 

  大和高田市文化会館友の会年会費 

３ 委託期間 

  令和２年７月１日から令和５年６月３０日まで 

 

告示第１０６号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４２年政令第２９２号）

第１２条第１項の規定により、次の者を職権により消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

  令和２年６月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

記 

１．職権消除日     令和２年６月２５日 

２．職権消除される者  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

 

この決定に不服のあるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなる。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となる。）、処分の取消しの訴

えを提起することができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなる。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

 

告示第１０７号 

 差押調書、交付要求通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明

であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定

により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年６月２６日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 
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省略（市役所前掲示場掲示済み） 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０８号 

 令和２年度固定資産税・都市計画税第１期を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者

の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の

２第１項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年６月２６日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

省略（市役所前掲示場掲示済み） 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０９号 

大和高田市新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金交付要綱の一部を改正する告示を次のよう

に定める。 

  令和２年６月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金交付要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金交付要綱（令和２年告示第８８号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条第１号中「（以下「中小企業者」という」を「その他これに準ずると認められる者（以下「中

小企業者等」という」に改める。 

 第３条中「中小企業者」の次に「等」を加える。 

   附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

 

告示第１１０号 

 財政状況の公表に関する条例（平成１２年条例第４４号）第２条の規定に基づき、令和２年３月３

１日現在の財政状況を次のとおり公表します。 

  令和２年７月１日           

    大和高田市長 堀内 大造   

１． 令和元年度大和高田市会計別予算額及び執行状況について 

一般会計の予算額は２８４億８，２９２万９千円で、２５１億８，０１０万７千円（８８.４％）

を収入し、２５７億１７１万（９０．２％）を支出しました。 

また、特別会計の予算額は１５９億６，１９５万５千円で、１４０億４，６２７万９千円（８

８．０％）を収入し、１３７億１，５２７万（８５．９％）を支出しました。 
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なお、出納整理期間（４月１日から５月３１日まで）の収入済額と支出済額は反映されていな

いため、最終的な決算額とは異なります。 

 

別紙省略（市役所前掲示場掲示済み） 

 

 

 

公告第２９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 土庫小学校屋上防水改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 土庫３丁目 地内（土庫小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年９月３０日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の塗装・防

水工事に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における

防水工事業の建設業許可を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 建設業許可証明書等の写し 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

公 告 
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限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年６月８日（月）必着のものまで受付可とし

ます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停
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止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月２６日（金）午前１０時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥８，９９０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 磐園小学校２階普通教室改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 大字有井 地内（磐園小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年９月４日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の建築一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ
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と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年６月８日（月）必着のものまで受付可とし

ます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月１５日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月１６日（火）午後５時まで 
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回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月１８日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月１９日（金）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥２，４３０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条
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の規定に基づき公告します。 

令和２年６月２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 浮孔小学校非常放送設備改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 中三倉堂２丁目 地内（浮孔小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年１０月１６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の電気工事

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）甲種消防設備士第４類の有資格者を配置できる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年６月８日（月）必着のものまで受付可とし

ます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 
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（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月１５日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月１６日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月１８日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月１９日（金）午前１０時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 
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１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１５ 事後審査 落札候補者の優先順位により５の（３）に係る確認審査を実施しま

す。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

１６ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１７ 契約保証金 免除します。 

１８ 最低制限比較価格 ￥２，２００，０００－（消費税等抜き） 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 大和高田都市公園施設長寿命化計画更新業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 全域 

３ 履行期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木関係

建設コンサルタント業務（「都市計画及び地方計画」部門又は「造園」

部門）に登録している者であること。 

（２）平成２２年４月１日以降に「公園施設長寿命化計画」策定業務

（更新の計画を含む。）において管理技術者又は担当技術者として従

事した技術者を配置できる者であること。 

（３）次のいずれかの資格を有する者を管理技術者として配置できる

者であること。 

ア 技術士（総合技術監理部門：建設－都市及び地方計画） 

  イ 技術士（建設部門：都市及び地方計画） 

ウ RCCM（都市計画及び地方計画） 

エ RCCM（造園） 
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（４）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② ５の（２）に掲げる配置予定者の平成２２年４月１日以降に

おける同種業務の実績を証明できるもの 

（テクリス技術者情報の印刷等） 

③ ５の（３）に掲げる管理技術者として配置予定者の資格者証

の写し 

④ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月４日（木）から令和２年６月１２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年６月１１日（木）必着のものまで受付可と

します。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 
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参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月２５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月２９日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月３０日（火）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 
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１６ 最低制限比較価格 ￥８，８６０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３３号 

 大和高田市立病院物品管理業務委託事業者の選定を公募型プロポーザル方式で行いますので公告し

ます。 

令和２年６月３日 

                  大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務概要 

（１）業務名  大和高田市立病院物品管理業務 

（２）業務内容 別紙１ 大和高田市立病院物品管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり。 

（３）契約期間 契約締結日から令和５年１１月２８日（前月分支払予定日）まで 

※契約締結日から令和２年１０月３１日までの期間を業務開始に向けた準備期間と

し、その際の費用負担については受託者の負担とする。 

（４）履行期間 令和２年１１月１日から令和５年１０月３１日まで 

（３６か月間） 

（５）履行場所 大和高田市礒野北町１番１号 大和高田市立病院 

（６）委託経費の提案見積上限額（消費税及び地方消費税を含まない。以下同じ。） 

   ８３，５７０，４００円（３６か月分） 

※初年度（令和２年１１月１日から令和３年３月３１日まで） 

１１，６０７，０００円（５か月） 

 

２ 受託者選定方法 

（１）方式 公募型プロポーザル方式 

（２）選定方法 ヒアリング審査（評価項目ごとに得点化） 

※詳細については、「大和高田市立病院 物品管理業務委託事業者 公募型プロポーザル 実施要

領」（以下「実施要領」という。）による。 

 

３ 参加資格 

  実施要領による。 

 

４ 本プロポーザルの応募に必要な実施要領等の必要書類 

   実施要領及び仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載する。本プロポー

ザルへの参加を希望する事業者は、同ホームページのトップページ「新着情報」から必要書類を

ダウンロードし、取得すること。（ホームページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

（１）掲載期間 公告日から令和２年６月３０日（火）まで 

（２）問合せ先 「６ 提出先・問い合わせ先」参照 

 

５ 参加申込及び企画提案に関する提出書類の受付 

（１）受付期間 令和２年６月２９日（月）から令和２年６月３０日（火）まで 

（２）受付時間 ９時～１７時（但し、１２時～１３時は除く。） 
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（３）提出方法 実施要領による。 

 

６ 提出先・問い合わせ先 

  〒６３５－８５０１ 奈良県大和高田市礒野北町 1番 1号 

  大和高田市立病院 事務局管理課 

  ＴＥＬ：０７４５－５３－２９０１ 

ＦＡＸ：０７４５－２３－９２８２ 

  メールアドレス：kanri@ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

 

公告第３４号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 大和高田市総合公園管理事務所棟等解体工事設計業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 出 地内（大和高田市総合公園） 

３ 履行期間 契約締結日から令和２年９月３０日（水）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の建築設計

業務に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の

規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注業務が履行中（落札した時点から完了検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注業務における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 
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（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月４日（木）から令和２年６月１０日（水）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年６月９日（火）必着のものまで受付可とし

ます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月１５日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月１６日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月１８日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 
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不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月１９日（金）午前１０時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥１，２８０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３５号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 特殊建築物定期調査業務（市内８小学校､３中学校､公立２認定こども

園及び６保育所）及び建築設備定期検査業務（市内公立２認定こども

園及び６保育所） 

２ 業務場所 大和高田市 旭北町 他１８件 地内 

３ 業務期間 契約締結の日から令和２年１２月２５日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て
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満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿又は大和高

田市建物管理等業務競争入札参加資格者登録名簿に登録している者

であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）次のいずれかの資格を有する者であること。 

  ア）「一級建築士」又は「二級建築士」の資格を有する者 

  イ）「特定建築物調査員資格者証」及び「建築設備検査員資格者証」

の交付を受けている者 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ ５（３）に定める有資格者であることを証する写し 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月５日（金）から令和２年６月１６日（火）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 
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参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 前回の報告書の閲覧  前回の報告書の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の日 

  令和２年６月２３日（火） 

（２）閲覧の時間 

午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時までを除

きます。また受付は午後３時３０分までとします。 

（３）閲覧の場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 教育総務課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２日（木）午前１０時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 
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（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１，４３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３６号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 中間サーバコネクタ構築に伴う機器リース契約に係る納入業者等決定 

２ 納入場所 大和高田市役所内（大和高田市大字大中１００番地１） 

３ 契約期間 納入期限 ：令和２年８月３１日 

リース期間：令和２年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

※本件は、リースの対象となる物品の納入業者及び納入価格を決定す

るものです。 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）」又は「役務提供（電算業務）」に

登録している者であること。 

（２）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 
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６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月９日（火）から令和２年６月１９日（金）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１日（水）まで。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 
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大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２日（木）午前１０時３０分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３７号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 WSUS 等サーバ構築に伴う機器リース契約に係る納入業者等決定 

２ 納入場所 大和高田市役所内（大和高田市大字大中１００番地１） 

３ 契約期間 納入期限 ：令和２年８月３１日 

リース期間：令和２年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

※本件は、リースの対象となる物品の納入業者及び納入価格を決定す

るものです。 
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５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）」又は「役務提供（電算業務）」に

登録している者であること。 

（２）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月９日（火）から令和２年６月１９日（金）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書



令和２年７月１７日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７８号 

 73 

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１日（水）まで。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２日（木）午前１０時４５分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
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（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第３８号 

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告  

 国税徴収法第９４条の規定により下記の財産を公売しますので、同法第９５条及び第９９条の

規定により公告します。 

令和２年６月１０日 

                              大和高田市長 堀内 大造   

１ 公売財産の表示 公売公告付表のとおり 

２ 公売の方法 入   札 

３ 

公売日時 令和２年６月２４日 午前１０時００分から 

 公売保証金納

付期限 
令和２年６月２４日 午前１０時００分から午前１０時３０分まで 

 入札 令和２年６月２４日 午前１０時４０分から午前１１時００分まで 

開札 令和２年６月２４日 午前１１時００分 

４ 公売場所 大和高田市役所 ４階会議室 

５ 
公売保証金及び見

積価額 
公売公告付表のとおり 

６ 
売却決定の日時及

び場所 
日時 

令和２年７月１日  

午前１０時００分 
場所 

大和高田市 

収納対策室 

７ 買受代金納付期限 

日時 

令和２年７月１日  

午前１１時３０分 

（ただし、地方税法第 19条

の7第1項ただし書その他の

法律の規定に基づき滞納処

分の続行の停止があった場

合を除く。） 

８ 
買受人についての

資格その他の要件 
別紙「公売における注意事項」のとおり 

９ 
そ
の
他 

１．午前１０時までに公売会場に入場し、担当職員の説明を聞いてか

ら入札してください。 

２．公売に参加するためには、上記公売保証金納付期限までに、公売

保証金を納付いただく必要があります 

３．次順位買受制度の適用があります。 

４．公売による権利移転に伴う費用（移転登記の登録免許税等）は、

買受人の負担となります。 

５．大和高田市は、改正前民法の瑕疵担保責任を負いません。 

６．その他については、別紙「公売における注意事項」をご覧くださ

い。 

７．公売物件の地図・写真等については、大和高田市で閲覧いただけ

ます。もしくは、大和高田市ホームページ

（http://www.city.yamatotakada.nara.jp/life/auction.html）

でもご覧いただけます。 

配当を受ける者の権利の申出について 

 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他この財産の売却代金から配当を受けること

ができる権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに、債権現在額申立書によりその内容を

申し出て下さい。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は下記担当部署に用意しています。 

※ この公告事項の詳細についてお聞きになりたい方は、下記担当部署までお問い合わせくださ

公売中止 
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い。 

大和高田市・収納対策室   TEL０７４５－２２－１１０１ （内線２５２） 

 

公売公告付表 
   

 

  

売却区分 

番   号 
大和高田市－２－１－１ 

見積価額   ７１,０８０，０００  円 

公売保証金   ７,１０８，０００  円 

公売財産の表示 

（土地の表示） 

所在    奈良県大和高田市田井新町 

地番    ３１９番１ 

地目    宅地 

地積    １００７．００㎡ 

 

所在    奈良県大和高田市田井新町 

地番    ３２０番１ 

地目    宅地 

地積    ４３１．００㎡ 

 

所在    奈良県大和高田市田井新町 

地番    ３２１番１ 

地目    宅地 

地積    ５６９．５６㎡ 

 

所在    奈良県大和高田市田井新町 

地番    ３２１番３ 

地目    宅地 

地積    ２４１．９３㎡ 

 

（建物の表示） 

所在    奈良県大和高田市田井新町 ３２１番地１、３２１番地３、 

３２０番地１、３１９番地１ 

家屋番号  ３２１番１ 

種類    事務所 

構造    木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

床面積   ３０．８７㎡ 

新築    昭和４８年３月８日 

 

（附属建物の表示） 

符号１   種類    工場 

構造    軽量鉄骨造スレート葺平家建 

床面積   ３０５．５１㎡ 

新築    昭和４０年８月１５日 

 

符号２   種類    工場 

構造    軽量鉄骨造スレート葺平家建 

床面積   ２９１．０１㎡ 

新築    昭和４８年３月８日 

 

符号３   種類    変電室 

構造    軽量鉄骨造スレート葺平家建 

公売中止 
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床面積   ２１．０５㎡ 

新築    昭和４０年８月１５日 

 

符号４   種類    倉庫 

構造    木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

床面積   １０３．０４㎡ 

新築    昭和４８年３月８日 

 

符号５   種類    倉庫 

構造    軽量鉄骨コンクリートブロック造スレート葺平 

家建 

床面積   １２．４２㎡ 

新築    昭和４０年８月１５日 

 

符号６   種類    ボイラー室 

構造    軽量鉄骨造スレート葺平家建 

床面積   ５０．８７㎡ 

新築    昭和４０年８月１５日 

 

符号７   種類    ボイラー室 

構造    軽量鉄骨造スレート葺平家建 

床面積   ３７．４７㎡ 

新築    昭和４８年３月８日 

 

符号８   種類    共同住宅 

構造    木造瓦葺平家建 

床面積   １１７．３２㎡ 

新築    昭和４０年８月１５日 

 

以上登記簿による表示 

公売財産の概要 

（地域概要） 

・近鉄南大阪線 高田市駅から南東へ約０．６８ｋｍ、JR和歌山線 高田駅か

ら南へ約１．１５ｋｍの宅地。 

・対象物件の家屋は土地４筆にまたがっている。 

・西側に県道（大和高田御所線、幅員６．０ｍ）と接しており、２箇所の間口

（北：５．４ｍ幅、南：４．９ｍ幅）がある。また、南側は市道（高３２９号

線、幅員：５．６５ｍ）と接しており、８．０ｍ幅の間口が１箇所ある。北側

は水路と接しており、北東側は民家、南東側はマンションと接している。 

公売財産の概要 

（行政的条件） 

・都市計画区域   市街化区域 第一種住居地域 

・建ぺい率（指定） ６０％（但し、角地であるため７０％） 

・容積率（指定）  ２００％ 

・高さの制限  １５ｍ 

・建築基準法第２２条指定区域 

公売財産の概要 

（使用状況等） 

・所有者は既に亡くなっており、相続人４名が相続している。 

・当該物件において、有限会社ランドリー樫根および特定非営利活動法人 大

和高田就労・生活支援センター青碧が事業を営んでいる。 

・クリーニング業を営んでいるため、六価クロムを含んだ薬品を使用しており、

また、前事業で染物業を営んでいた時に、現在は使用が禁止されている発がん

性のある染料が使用されていたとの事であるが土壌汚染の調査はしていない。 

・各建物について、いずれも経年相応の損傷が認められ、特に符号１の工場の

屋根はかなり損傷しており雨漏りレベルを超えている。また、符号８の共同住

宅は損傷が著しく、朽廃している。 

・符号６のボイラー室内は、古い建物を解体し新たに国の助成を受けてボイラ

公売中止 
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ーを設置しているため、容易に撤去できないとの事。 

・重油タンク（未登記、内部は未洗浄）が北東側の民家の敷地にはみ出してい

る。 

・３２１番３の土地の東側に、過去に乾燥用として使用していた、目高直径１．

０ｍ、高さ約１５ｍの煙突が残っている。 

・その煙突の西側に、従業員の乗用車が駐車されている。 

・敷地内には、建物図面に記載のない設備（排水処理設備）や事業用の残置物

が多い。 

・敷地内には、下記記載の事業用途外（目的外）の建物があり、敷地利用して

いる。 

 所在   奈良県大和高田市田井新町 ３２１番地１ 

 家屋番号 ３２１番１の２ 

 種類   居宅 

 構造   鉄骨造陸屋根２階建 

 床面積  １階 ８７.２５ 平方メートル 

      ２階 ４７.３７ 平方メートル 

その他 

公売条件等 

・公売に参加する場合は、事前に公売財産の現況、関係公簿等をご確認くださ

い。 

・境界については、隣接地所有者と協議してください。 

・大和高田市は、公売財産の引渡義務を負いません。 

・大和高田市は、改正前民法の瑕疵担保責任を負いません。 

・公売財産内の動産類の撤去、カギの受渡し等は、所有者と協議してください。 

・現在、敷地利用している個人および事業者との協議は、当事者間で行ってく

ださい。 

 

（別紙） 

公売における注意事項 

入札の方法 所定の入札書により入札してください。代理人が入札する場合には、代

理権限を証する委任状を提出してください。 

開札の方法  入札書は、入札者の立会で開札します。 

公売保証金の納付  公売保証金は、入札を行う前に担当職員に納付してください。納付した

あとでなければ入札を行うことができません。 

最高価申込者の決定  見積価額以上の入札者のうち、最高の価額による入札者を最高価申込者

として決定します。 

次順位買受申込者の 

決定 

 国税徴収法第１０４条の２に規定する次順位買受申込者に該当する入

札者から、開札の場所において、最高価申込者の決定後直ちに次順位によ

る買受の申込があるときは、次順位買受申込者とします。 

追加入札とくじ  最高の同価額入札者２人以上あるときは、更に入札を行って最高価申込

者を決定し、なお、その追加入札の価額が同じときは、くじで最高価申込

者を決定します。 

追加入札と棄権  追加入札の価額は、当初の入札価額以上であることが必要です。当初の

入札価額に満たない価額で追加入札をした場合、または追加入札をすべき

ものが入札しなかった場合には、国税徴収法第１０８条の規定が適用され

ることがあります。 

再度入札  入札の日時に入札者がないとき、または入札価額が見積価額に達しない

ときは、再度入札を行う場合があります。 

入札書についての 

制限 

 一旦提出した入札書は、引換え、変更または取消しをすることができま

せん。 

買受人の制限  公売保証金の納付がない場合、その他公売公告の事項に違反した場合、

または国税徴収法第９２条、第１０８条第１項等法令の規定により買受人

となることができない者、大和高田市暴力団排除条例第２条第１号に規定

公売中止 
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する暴力団及び第２条第２号に規定する暴力団員は、公売財産を買い受け

ることができません。 

権利移転の時期  買受人は、買受代金を完納した時に公売財産を取得します。 

危険負担移転の時期  公売財産の権利移転に伴う危険負担移転の時期は、買受代金の完納の時

です。買受代金完納後は、買受人の所有となりますので、財産の毀損、焼

失等による損害の負担は買受人が負います。 

権利移転に伴う費用

の負担 

 権利移転登記についての登録免許税その他の費用は、買受人の負担にな

ります。買受人は買受代金納付の時に、この費用を提出してください。 

 また、後日、不動産取得税（県税）、毎年の固定資産税（市町税）が課

税されます。 

売却決定の取消し  買受代金納付前に公売財産に係る滞納税が完納された場合、買受人が買

受代金をその納付の期限までに納付しなかった場合、国税徴収法第１０８

条第２項の規定により最高価申込者の決定が取り消された場合等は、売却

決定を取り消します。 

公売保証金の没収  買受人が買受代金をその納付の期限までに納付しなかったことにより

売却決定が取り消された場合には、その者が納付した公売保証金はその公

売に係る滞納税に充て、残余金があるときはこれを滞納者に交付します。

ただし、国税徴収法第１０８条第２項の規定による処分を受けた者が納付

した公売保証金は、大和高田市に帰属します。 

権利移転の手続  権利移転のための登記等は、大和高田市で行います。指定した日までに

所有権移転登記請求書を必ず提出してください。 

権利移転のための 

必要書類等 

 買受代金を完納したときに、次の書類を提出してください。（開札後、

最高価申込者に決定された方にはご説明します。） 

 １ 売却決定通知書 

 ２ 個人の場合は住民票抄本、法人の場合は登記事項証明書 

 ３ 登録免許税相当の収入印紙または領収証書 

 ４ 固定資産評価証明書または同通知書 

 ５ 郵送料（５００円程度） 

公売保証金の返還 

について 

 最高価申込者及び次順位買受申込者以外の入札者が納付した公売保証

金は、公売終了後に返還します。ただし、営業者については、その領収証

書に収入印紙（２００円）の貼付、消印が必要です（※保証金が５万円未

満の場合は不要）。 

（ご注意） 

 ・入札箱に入札書をいれる前に、もう一度金額に誤りがないか、訂正をしていないかを確かめてく

ださい。誤りなどがあった場合は、新しい入札書に書き直して入札箱にいれてください。 

 ・同一人が２以上の入札書をいれることはできません。 

 ・公売当日は印鑑（認印可）をご持参ください。※代理人が入札する場合は代理人の印鑑、法人の

代表者が入札する場合は代表者印 

 

公告第３９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月１５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 松塚地内測量業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 松塚 地内 

３ 履行期間 契約締結日から令和２年８月１４日（金）まで 

公売中止 
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４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月１６日（火）から令和２年６月２２日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、
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についての質疑応答 次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月３０日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月３日（金）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥１，８９０，０００－（消費税等抜き） 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない
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ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第４０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月１５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 大和高田市立病院バス停改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 礒野北町 地内（大和高田市立病院） 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年９月４日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 
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（４）受付期間 

令和２年６月１６日（火）から令和２年６月２２日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年６月１６日（火）から令和２年６月２４日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年６月３０日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便
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によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月３日（金）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなった者のし

た入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１，１００，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第４１号 

大和高田市都市計画公聴会規則第２条により、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条

第１項の規定に基づき、都市計画区域の変更原案に係る公聴会を開催しますので、次のとおり公告し

ます。 

  令和２年６月１６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 公聴会の開催の日時 

  令和２年７月１２日（日）午後２時から 

２ 公聴会開催の場所 

  市民交流センター（コスモスプラザ）４階多目的室 

３ 作成しようとする都市計画の原案の概要 

  種類： 都市計画区域の変更 

  名称： 今里ごみ焼却場及びごみ処理施設 

  位置： 大和高田市今里川合方 
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４ 都市計画の原案に関する閲覧 

   原案の概要に関する図書は、大和高田市役所環境建設部都市計画課において、令和２年６月１ 

７日（水）から令和２年６月３０日（火）まで一般の閲覧に供します。 

５ 公述申出書の提出方法及び提出期限 

   公聴会に出席して意見を述べようとする者（市民その他の利害関係者に限る。）は、公述申出 

書（様式は問わない。）に都市計画の案についての意見の要旨及びその理由を具体的に記載し、 

令和２年７月２日（木）までに、大和高田市役所環境建設部都市計画課に必着するよう提出して 

ください。 

６ 公述人の選定及び通知 

   公聴会において意見を述べることができる者は、公述申出書を提出した者のうちから大和高田 

市長が選定し、その旨を通知した者とします。 

７ 公聴会に関する問い合わせ 

  提出先に関する問い合わせ 

  大和高田市環境建設部都市計画課  連絡先 ０７４５－２２－１１０１ 

  都市計画区域の変更原案の内容に関する問合わせ 

大和高田市環境建設部企画整備課  連絡先 ０７４５－５２－１６００ 

 

公告第４２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 大和高田市立総合体育館建替検討業務委託 

２ 履行場所 大和高田市立総合体育館 

３ 履行期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木関係

建設コンサルタント業務（「都市計画及び地方計画」部門）に登録し

ている者であること。 

（２）技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項の規定に基

づく技術士（「建設部門：都市及び地方計画」又は「総合技術監理部

門：建設－都市及び地方計画」）及び建築士法（昭和２５年法律第２

０２号）第２条第２項の規定に基づく一級建築士の資格を有する者

を管理技術者として配置できる者であること。 

（３）技術士法第２条第１項の規定に基づく技術士（「建設部門：都市

及び地方計画」又は「総合技術監理部門：建設－都市及び地方計画」）

又は建築士法第２条第２項の規定に基づく一級建築士の資格を有す

る者を照査技術者として配置できる者であること。（※なお、照査技

術者は他の技術者を兼ねることができないものとする。） 

（４）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開
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始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② ５の（２）に掲げる管理技術者として配置予定者の資格者証

の写し 

③ ５の（３）に掲げる照査技術者として配置予定者の資格者証

の写し 

④ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年６月２４日（水）から令和２年７月２日（木）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年７月１３日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 
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ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年７月１４日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１６日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月１７日（金）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥５，３１０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第４３号 
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 大和高田市職員採用規程（平成２１年訓令第６号）第６条の規定に基づき、令和２年度大和高田市

職員採用試験（医療職）の実施について、次のとおり公告する。 

令和２年７月１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 職種、採用予定人員及び受験資格 

職種 採用予定人員 受験資格 

看護師 １９名 

（１） 昭和５１年４月２日以降に生まれた者で、｢保健師

助産師看護師法｣による看護師免許を有するもの又は令

和３年３月末日までに実施される国家試験により当該免

許を取得見込みの者 

（２） 大和高田市立病院で交代制勤務可能な者 

助産師 １名 

（１） 昭和５１年４月２日以降に生まれた者で、｢保健師

助産師看護師法｣による助産師免許を有するもの又は令

和３年３月末日までに実施される国家試験により当該免

許を取得見込みの者 

（２） 大和高田市立病院で交代制勤務可能な者 

薬剤師 ３名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢薬剤師法｣

による薬剤師免許を有するもの又は令和３年３月末日ま

でに実施される国家試験により当該免許を取得見込みの

者 

臨床工学技士 １名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢臨床工学技

士法｣による臨床工学技士免許を有するもの又は令和３

年３月末日までに実施される国家試験により当該免許を

取得見込みの者 

作業療法士 １名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢作業療法士

法｣による作業療法士免許を有するもの又は令和３年３

月末日までに実施される国家試験により当該免許を取得

見込みの者 

理学療法士 １名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢理学療法士

法｣による理学療法士免許を有するもの又は令和３年３

月末日までに実施される国家試験により当該免許を取得

見込みの者 

言語聴覚士 １名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢言語聴覚士

法｣による言語聴覚士免許を有するもの又は令和３年３

月末日までに実施される国家試験により当該免許を取得

見込みの者 

臨床検査技師 ２名 

  昭和５６年４月２日以降に生まれた者で、｢診療放射線

技師法｣による診療放射線技師免許を有するもの又は令

和３年３月末日までに実施される国家試験により当該免

許を取得見込みの者 

（１） 全ての職種において国籍は問いませんが、次のいずれかに該当する者は受験できません。 

① 成年被後見人又は被保佐人 

② 禁錮
こ 

以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

③ 大和高田市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

④ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

⑤ 日本国籍を有しない者で、在留資格において就職等が制限されているもの 
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２ 試験の日時、場所、試験の種類及び合格発表 

区分 試験内容 

日時  令和２年８月２２日（土）午前９時から（受付は午前８時３０分から） 

場所  大和高田市立看護専門学校（大和高田市礒野北町１番１号） 

試験の種類  小論文（６０分） 口述試験（面接）  

合格発表  試験実施後３週間程度（合否にかかわらず本人に通知します。）  

  ※応募状況等により、第２次試験を実施する場合があります。 

 

３ 受験手続 

（１） 受付期間 

受付期間：令和２年８月３日（月）から令和２年８月１４日（金）まで（ただし、土曜日、

日曜日及び祝日を除く。） 

受付時間：午前９時から午後５時まで（受験票を交付します。） 

（２） 受付場所 

受付場所：大和高田市立病院 総務課 

所 在 地：奈良県大和高田市礒野北町１番１号 

（注）郵送での受付はいたしません。必ず持参して下さい（代理可）。 

（３） 提出書類（◎必須書類 ○免許取得者 △免許取得見込者） 

（注１） 写真は、３月以内に撮影した上半身の写真（縦４㎝ 横３㎝）で、うち１枚は履歴書

に貼付し、他１枚は受験票用に持参してください。 

（注２） 返信用封筒（定形封筒：２３．５ｃｍ×１２．０ｃｍ）１通に８４円切手を貼付し、

宛名を記入してください。 

（注３） 免許取得者は、最終学校の卒業証明書及び成績証明書は不要です。 

４ 合格から採用まで 

（１） 最終合格者は、採用候補者名簿に登載し、次の区分により採用します。 

① 採用予定者 令和３年４月１日付けで採用します。 

② 採用候補者 令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に欠員等が生じ、補充

することが必要である場合に限り採用します。 

（２） 採用候補者名簿の有効期間は、名簿確定の日から１年間です。 

（３） 最終合格者のうち、免許取得見込みの者が令和３年３月末日までに実施される国家試験で

当該免許を取得できなかった場合は、その時点で採用候補者名簿（採用予定者・採用候補者）か

ら抹消します。 

５ 給与等について 

初任給 看護師 

・月額２２０，７００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額２１５，２００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

   提出書類 

職種 
履歴書

（市販Ａ４判） 

写真 

２枚 

最終学校 

卒業（見込

み）証明書 

最終学校 

成 績 

証明書 

免許証 

（写し可） 

返信用 

封 筒 

看護師 

助産師 

薬剤師 

臨床工学技士 

作業療法士 

理学療法士 

言語聴覚士 

臨床検査技師 

◎ ◎ △ △ ○ ◎ 
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初任給 助産師 

・月額２２６，３００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額２２０，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 薬剤師 

・月額２１３，５００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額２００，９００円（大学(４年)卒業程度で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 
臨床工学

技士 

・月額２００，９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額１９４，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 
作業療法

士 

・月額２００，９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額１９４，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 
理学療法

士 

・月額２００，９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額１９４，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 
言語聴覚

士 

・月額２００，９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額１９４，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

初任給 
臨床検

査技師 

・月額２００，９００円（大学卒業程度で採用前に職歴がない場合） 

・月額１９４，７００円（短大(３年)相当卒業で採用前に職歴がない場

合） 

（１） 給料月額は、令和２年４月１日現在の給料表に基づいています。 

（２） 初任給は、採用前の経歴等に応じて加算されることがあります。 

（３） 一般職の職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当が支給されますが、一部手当につ

いては、当分の間、減額措置等を講じています。 

６ その他 

（１） 提出書類に不備がある場合は、補正を求めるためにお返しすることがあります。これによ

る提出期限の延長は行いませんので、十分に余裕をもって申込みしてください。 

（２） 提出書類の記載事項に虚偽が判明した場合には、合格を取り消すことがあります。 

（３） この試験に関する提出書類は、一切お返ししません。 

（４） インターネットでも採用試験に関する情報を提供しています。（ホームページアドレス

http://www.ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

（５） 試験についての問合せ先 

大和高田市立病院事務局総務課内｢大和高田市（市立病院）職員採用試験委員会事務局｣ （℡

０７４５－５３－２９０１） 

 

 

教育委員会規則第７号 

 大和高田市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年６月２５日 

                        大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

   大和高田市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立学校の管理運営に関する規則（平成１３年教育委員会規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条に次の１項を加える。 

４ 第１項の規定にかかわらず、委員会は、教育上必要があると認めるときは、同項第１号から第５

号までに規定する休業日を変更することができる。 

教育委員会 

http://www.city.yamatotakada.nara.jp/
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 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加える。 

 （令和２年度における学期の特例） 

２ 令和２年度にあっては、第２条（第４７条及び第５０条により準用する場合を含む。）の規定にか

かわらず、学年を次の３学期に分ける。 

第１学期 ４月１日から８月１９日まで 

第２学期 ８月２０日から１２月３１日まで 

第３学期 １月１日から３月３１日まで 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

教育委員会告示第１３号 

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年３月２７日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年３月２７日（金）午前１０時３０分 

２ 場所  

  市役所別棟２階 教育長室 

３ 議案  

第１号 市職員人事について 

第２号 その他 

 

教育委員会告示第１４号 

 大和高田市教育委員会４月臨時委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年４月２日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年４月６日（月）午後２時００分 

２ 場所  

  市役所別棟２階 教育長室 

３ 議案  

第１号 人事について 

第２号 新型コロナウイルス感染症拡大予防措置について 

第３号 その他 

 

教育委員会告示第１５号 

 大和高田市教育委員会４月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年４月７日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年４月１４日（火）午後１時３０分 

２ 場所  

  市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 新型コロナウイルス感染症拡大予防措置について 
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第２号 その他 

 

教育委員会告示第１６号 

 大和高田市教育委員会４月臨時委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年４月２４日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年４月２７日（月）午前１１時００分 

２ 場所  

  市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 臨時休業期間の延長について 

 

教育委員会告示第１７号 

 大和高田市教育委員会５月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年５月１５日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年５月２２日（金）午後１時３０分 

２ 場所  

  市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 令和２年度(2020 年度)大和高田市青少年補導会 感謝状授与について 

第２号 令和２年度大和高田市スカウト運動育成協会 感謝状授与について 

第３号 後援願いについて（変更届） 

第４号 その他 

   ・新型コロナウイルス感染症拡大予防措置 

   ・教育ＩＣＴ環境整備進捗状況  等 

 

教育委員会告示第１７号の２ 

 大和高田市就学援助費事務取扱要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和２年６月１日 

                        大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

   大和高田市就学援助費事務取扱要綱の一部を改正する告示 

大和高田市就学援助費事務取扱要綱（平成１４年教育委員会告示第２３号）の一部を次のように改

正する。 

第４条第３項中「かかわらず」の次に「、援助の申請の期限について」を加え、「ときは、この限

りでない」を「ときその他の教育委員会が特に必要と認めるときは、この限りでない」に改める。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

教育委員会告示第１８号 

 大和高田市教育委員会６月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年６月１６日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   
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１ 日時  

令和２年６月２５日（木）午後１時３０分 

２ 場所  

  市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 大和高田市就学援助費事務取扱要綱の一部を改正する告示について（専決の報告） 

第２号 大和高田市立学校の管理運営に関する規則の一部改正について 

第３号 後援願いについて 

第４号 その他 

      ・新型コロナウイルス感染症拡大予防措置 

      ・教育ＩＣＴ環境整備進捗状況 

 

 

 

選挙管理委員会告示第１２号 

令和２年６月１日現在における地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７６条第１項、第８０条

第１項、第８１条第１項及び第８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数並びに市町

村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第１１項及び第５条第１５項に規定

する選挙権を有する者の総数の６分の１の数並びに地方自治法第７４条第１項及び第５条第１項に規

定する選挙権を有する者の総数の５０分の１の数は、次のとおりである。 

  令和２年６月１日  

                      大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

 ３分の１の数   １８，６９９ 人 

 ６分の１の数    ９，３５０ 人 

 ５０分の１の数   １，１２２ 人 

 

選挙管理委員会告示第１３号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和２年６月２４日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

１ 日時 

  令和２年７月１日（水） 午後４時００分 

２ 場所 

  大和高田市大字池田４１８番地１ 

  大和高田市総合福祉会館（ゆうゆうセンター）２階 会議室 

３ 議案 

第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

第２号 在外選挙人名簿の登録について 

第３号 その他 

 

 

 

農業委員会告示第７号 

令和２年第７回大和高田市農業委員会の会議を次のとおり招集する。 

選挙管理委員会 

農業委員会 
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  令和２年６月２９日 

大和高田市農業委員会会長 今村 平治郎   

１ 日時 

令和２年７月１０日（金曜日）午後３時 

２ 場所 

  大和高田市役所 ４階 合同委員会室 

３ 議案 

第１号  農地法第３条第１項について申請の件 

第２号  農地法第５条規定による申請の件 

第３号  農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画について 

第４号  その他 

 

 

 

上下水道事業告示第６号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

令和２年６月８日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者名       ２ 代表者名   ３ 所在地 

株式会社 水野設備     水野 博巳      宇陀市榛原笠間２１８２番地 

 

上下水道事業告示第７号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

令和２年６月８日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者名  ２ 代表者名  ３ 所在地 

山田水道設備  下山 勝幸    奈良県磯城郡田原本町阪手６３０－８西和ビル２０４ 

 

上下水道事業公告第６号 

入 札 公 告  

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年６月２日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 高 5 枝栄町地内管渠工事(4)・給配水管移設工事(G04)・配水管布設替

工事(S04) 

２ 工事場所 大和高田市 栄町 地内 

公営企業 
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３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より 3 日以内。 
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（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月１２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２日（木）午前９時２０分 

（２）場所 
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大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限比較価格 ￥５７，０８０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第７号 

入 札 公 告  

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年６月２日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 高 5 枝東中 2 丁目地内管渠工事（2）・給配水管移設工事（G02)・配水

管布設替工事（S05) 

２ 工事場所 大和高田市 東中２丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時
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点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より 3日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 
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令和２年６月３日（水）から令和２年６月１２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２６日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年６月２９日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月１日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２日（木）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限比較価格 ￥５７，０５０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第８号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月２日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 敷枝築山地内管渠工事(13)・給配水管移設工事(G13) 

２ 工事場所 大和高田市 築山 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年１２月２８日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す
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る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１） 郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月１２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、
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についての質疑応答 次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年６月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月２６日（金）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１６，９２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 
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２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年６月２日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 築枝築山地内管渠工事(51) 

２ 工事場所 大和高田市 築山 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年１１月３０日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と
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同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月９日（火）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（２） 郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年６月３日（水）から令和２年６月１２日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年６月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年６月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年６月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局
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留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年６月２６日（金）午前９時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１４，７５０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第１０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年７月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 敷枝大谷地内管渠工事（7）・給配水管移設工事（G07） 

２ 工事場所 大和高田市 大谷 地内 
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３ 工事期間 契約締結日から令和３年１月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）契約金額の合計額が３，５００万円以上となる場合、土木工事

に関する主任技術者又は監理技術者（契約締結時点において継続し

て３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で配置できる

者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、上下水道部下水道課にも備え付けていま

す。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月８日（水）まで 

ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 
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（１）郵送日 

提出期限の翌日より 3日以内。 

ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月１０日（金）まで 

ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（２）閲覧の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年７月２１日（火）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年７月２２日（水）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月２８日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 
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（１）日時 

令和２年７月２９日（水）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

上下水道部下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水道

課 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 免除します。 

１９ 最低制限比較価格 ￥３０，１２０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第１１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年７月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 高 6枝南陽町・曽大根 2丁目地内管渠工事（9）・給配水管移設工事（G09） 

２ 工事場所 大和高田市 南陽町・曽大根 2丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年１月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 
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（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、上下水道部下水道課にも備え付けていま

す。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月８日（水）まで 

ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

  提出期限の翌日より 3日以内。 

  ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 
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の閲覧 （１）閲覧の期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月１０日（金）まで 

ただし、土曜日及び日曜日は除きます。 

（２）閲覧の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年７月２１日（火）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年７月２２日（水）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月２８日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２９日（水）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び
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虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入札を

行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥２７，６３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

上下水道事業公告第１２号 

入 札 公 告  

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年７月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 高 6枝中三倉堂 2丁目地内管渠工事（14）・給配水管移設工事（Ｇ14） 

２ 工事場所 大和高田市 中三倉堂 2 丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年１月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他
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の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、上下水道部下水道課にも備え付けていま

す。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月８日（水）まで 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（３） 郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年７月２日（木）から令和２年７月１０日（金）まで 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 
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令和２年７月２１日（火）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年７月２２日（水）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年７月２８日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年７月２９日（水）午前１０時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１６，０５０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 
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（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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